
（平成２２年１１月４日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 24 件

国民年金関係 9 件

厚生年金関係 15 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 37 件

国民年金関係 10 件

厚生年金関係 27 件

年金記録確認埼玉地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



                      

  

埼玉国民年金 事案 3807 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 46 年７月から同年 12 月までの国民年

金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録

を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 昭和 20 年生 

住    所 ： 

    

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： ① 昭和 46 年７月から同年 12 月まで 

             ② 昭和 48 年７月から同年 12 月まで 

             ③ 昭和 50 年４月から同年９月まで 

    私は、住所の移動時に国民健康保険や国民年金の加入手続をし、国民

年金の窓口の担当者から国民年金保険料を納付するよう言われ、移動時

に６か月分の保険料を納付した。申立期間が未納となっていることに納

得できない。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①について、申立人の国民年金手帳記号番号は、国民年金手

帳記号番号払出簿によると、申立人の氏名のＡでなく、Ｂで払い出され、

Ｃ区役所の国民年金被保険者名簿でも「Ｄ」になっているが、生年月日

が申立人と一致し、住所も申立人が居住していた住所に一致することな

どから、Ｅ年金事務所では、「Ｂ」名で払い出された国民年金手帳記号

番号は申立人の国民年金手帳記号番号である可能性は高いとしている上、

同払出簿に取消のスタンプが押印されているものの、取消理由も分から

ないとしているなど、行政機関側の記録管理に不手際が見られる。 

    また、申立人は、住所の移動手続の時に国民年金の担当の窓口から、

未納になっている過去の国民年金保険料２年分を納付するよう勧められ

たが、６か月分の保険料しか持っていないので６か月分の保険料を納付

したと主張しており、申立人が６か月分を納付したとする主張に信 憑
ぴょう

性が認められる。 

   



                      

  

  ２ 申立期間②及び③について、申立人は、住所の移動の際に６か月分の

国民年金保険料を納付したと主張しているが、申立期間①の保険料を納

付した以降の期間の保険料を納付しておらず、申立期間③の保険料を納

付した直後に加入手続をして新たに国民年金手帳記号番号が払い出され

るなど不自然である。 

    また、申立人の口頭意見陳述においても、国民年金の加入及び国民年

金保険料の納付状況等について、これまで調査員が調査した内容、収集

した関連資料以上に具体的な申述が得られなかった。 

    さらに、申立人が、申立期間②及び③の国民年金保険料を納付したこ

とを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納

付したことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

     

  ３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のう

ち、昭和 46 年７月から同年 12 月までの国民年金保険料を納付していた

ものと認められる。 

 



                      

  

埼玉国民年金 事案 3808 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 45 年４月から 46 年２月までの期間及び 47 年５月の国民

年金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記

録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

住    所 ： 

    

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 45 年４月から 46 年２月まで 

             ② 昭和 47 年５月 

  私は、60 歳から年金を受給していたが、ねんきん特別便で国民年金

保険料の納付期間が合わないことが分かった。申立期間の保険料は納付

した記憶があるので、申立期間が未納となっていることに納得できない。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立人は、申立人の母が、申立期間①の国民年金保険料を納付したと

主張しているところ、その母の保険料は、申立期間は納付済みであり、

しかもその母は、国民年金制度発足時に 53 歳であるが、発足時の昭和

36 年４月から 63 歳の 46 年３月まで保険料を納付しており、国民年金

制度に対する理解と保険料の納付意識は高かったものと認められ、11

か月間と短期間である申立期間①の保険料を納付しなかったのは考え難

い。 

 

  ２ 申立期間②について、申立人は、申立人の夫が厚生年金保険被保険者

になったので、申立人の国民年金被保険者資格の喪失届出にＡ市に行っ

た記憶があるとしているところ、申立人が所持している国民年金手帳、

Ａ市の国民年金被保険者名簿及びオンライン記録では、昭和 47 年５月

16 日に任意加入、47 年６月９日に資格喪失日となっていることから、

申立人が資格喪失届出に行ったとする主張に信 憑
ぴょう

性が認められ、同年

４月の保険料が納付済みとなっているのに翌月の１か月間と短期間であ

る申立期間②の保険料が未納となっているのは不自然である。 



                      

  

 

  ３ 申立人の国民年金保険料の納付について、国民年金加入期間約 32 年

のうち、申立期間①及び②並びに資格喪失届出後の未加入期間 12 月を

除いて未納期間は無く、保険料の納付意識は高かったものと認められる。 

 

  ４ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国

民年金保険料を納付していたものと認められる。 

   

   



                      

  

埼玉国民年金 事案 3809 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 55 年１月及び同年２月の国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂

正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 48 年４月から 52 年３月まで 

             ② 昭和 55 年１月及び同年２月 

申立期間①について、自営業の準備をするため夫が会社を辞めた昭和

48 年５月に、Ａ市役所で厚生年金保険から国民年金への切替手続を夫

が行った際に、私の国民年金の加入手続も一緒に行って、その後は夫が

夫婦二人分の国民年金保険料を納付していた。申立期間②について、夫

婦で国民年金保険料を納付していたが、夫は納付済みとなっている。 

申立期間①及び②の国民年金保険料が未納となっていることに納得で

きない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 １ 申立期間②について、申立人は、夫婦で国民年金保険料を納付したと

しているところ、申立人の国民年金手帳記号番号は、当該記号番号前後

の被保険者の資格取得時期から昭和 52 年 12 月ころに払い出されたもの

と推認され、その時点からすると申立期間②は納付可能な期間である上、

一緒に納付したとする申立人の夫は納付済みとなっている。 

また、申立人が２か月と短期間である申立期間②の国民年金保険料を

納付できなかった特段の事情は見当たらない。 

 

２ 申立期間①について、申立人は、その夫が会社を辞めた昭和 48 年５

月に、Ａ市役所でその夫の厚生年金保険から国民年金への切替手続と、

申立人の国民年金の加入手続をその夫が行い、その後はその夫が夫婦二

人分の国民年金保険料を納付していたとしているが、申立人の国民年金



                      

  

手帳記号番号は、上記のとおり 52 年 12 月ころに払い出されたものと推

認され、その時点では、申立期間①のうち 48 年４月から 50 年９月まで

は時効により納付できず、50 年 10 月から 52 年３月まではさかのぼっ

て納付する期間となるが、夫婦二人分の国民年金保険料を納付したとす

るその夫は、妻の保険料をさかのぼって納付した記憶は無いと申述して

いる上、当委員会においてオンラインの氏名検索等により調査したが、

申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡も見当たらない。 

さらに、申立人が申立期間①の国民年金保険料を納付したことを示す

関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したこ

とをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

    

３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のう

ち、昭和 55 年１月及び同年２月の国民年金保険料を納付していたもの

と認められる。 

  



                      

  

埼玉国民年金 事案 3814 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 56 年１月から同年３月までの国民年

金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録

を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 昭和 33 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： ① 昭和 53 年４月から 55 年７月まで 

             ② 昭和 56 年１月から同年３月まで 

    申立期間①及び②について、私が 20 歳になった昭和 53 年ころ、私の

父が、Ａ市役所で国民年金の加入手続を行い保険料を納付していたはず

である。自分でも何度かＢ駅前のＣ銀行で保険料を納付した記憶がある。 

    まとめて納付したことも覚えているので、申立期間①及び②の保険料

が未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間②について、申立人は、20 歳になった昭和 53 年ころ、その

父が国民年金の加入手続を行い、申立人及びその父が国民年金保険料を

納付していたと申し立てているところ、申立人の国民年金手帳記号番号

は、その記号番号前後の被保険者の資格取得時期から 56 年６月ころに

払い出されたと推認されることから、その時点からすると、申立期間②

は現年度納付が可能な期間であり、３か月と短期間である申立期間②の

保険料を納付できなかった特段の事情は見当たらない。 

 

  ２ 申立期間①について、申立人は、その父が国民年金の加入手続を行い、

保険料は申立人及びその父が納付していたと申し立てているが、国民年

金の加入手続及び保険料納付を行ったとするその父からは事情を聴取す

ることができず、申立人自身は国民年金の加入手続に関与しておらず、

保険料納付に関する記憶も鮮明でないため、国民年金の加入状況及び保

険料納付状況が不明である。 



                      

  

    また、申立人の国民年金手帳記号番号は、上記のとおり、昭和 56 年

６月ころに払い出されたと推認され、その時点からすると、53 年４月

から 54 年３月までの期間は時効により納付できない期間であり、同年

４月から 55 年７月までの期間はさかのぼって納付する期間となるが、

前述のように国民年金の加入状況及び保険料の納付状況が不明である上、

当委員会においてオンラインの氏名検索等により調査したが、申立人に

別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡は見当たらない。 

    さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したこと

をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 

  ３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のう

ち、昭和 56 年１月から同年３月までの国民年金保険料を納付していた

ものと認められる。 



                      

  

埼玉国民年金 事案 3815 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、平成元年 12 月の付加保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 昭和 29 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： ① 昭和 52 年３月から同年 12 月まで 

              ② 昭和 55 年 12 月から 58 年２月まで   

             ③ 昭和 60 年 12 月 

             ④ 平成元年 12 月 

    申立期間①、②及び③について、私は会社を退職後、昭和 61 年１月

に、Ａ区役所Ｂ出張所で国民健康保険と国民年金の加入手続を行った。

その際に同出張所職員から国民年金の空白期間について、「今なら特例

でさかのぼって納付が可能で、そうすればすべてつながる。」と説明が

あり、合計で 13 万円か 14 万円を納付した。領収書を同出張所職員に要

求したところ、「特例のため書式が無いので、発行しないことになって

いるが、入力済みなので心配ない。」と言われた。その後転居した先の

市役所や社会保険事務所（当時）でもすべてつながっているとの返事だ

ったので安心していたが、申立期間①、②及び③が未加入期間になって

おり、納得できない。 

申立期間④について、付加保険料を含む国民年金保険料は口座振替で

納付していたが、平成元年 12 月分の付加保険料が未納となっている。

付加保険料も漏れなく納付していたはずであるので納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間④について、申立人は、付加保険料を含む国民年金保険料に

ついては、口座振替で納付していたとしているところ、申立期間④前後

の期間は付加保険料を含む国民年金保険料を納付していることから、申

立期間④のみの付加保険料が未納とされているのは不自然である。              



                      

  

また、申立人は、国民年金の被保険者期間に未納は無く保険料の納付

意識が高いと認められる上、１か月と短期間である申立期間④の付加保

険料を納付できなかった特段の事情は見当たらない。 

さらに、申立期間④の国民年金保険料は、オンライン記録によると、

申立期間後の平成２年７月 31 日に納付されており、申立期間④の付加

保険料が納付されていたとなると、同日に納付したと考えるのが自然で

あり、これは法令上納付困難な時点となるが、申立期間直後の２年１月

及び同年２月の付加保険料を含む国民年金保険料が制度上納付が困難で

ある２年４月に納付されている記録になっており、申立期間についても

後日収納された可能性も否定できない。       

 

２ 申立期間①、②及び③について、申立人は、会社退職後の昭和 61 年

１月に、Ａ区役所Ｂ出張所に国民年金の加入手続に行った際に、同出張

所職員から、「今なら国民年金の空いている期間を特例でさかのぼって

納付が可能で、そうすればすべてつながる。」と説明を受け、合計で

13 万円か 14 万円を納付したと申立期間の保険料納付状況を具体的に申

し立てているが、61 年当時は、時効のため保険料を納付することがで

きない期間をさかのぼって納付できる特例納付制度は実施されておらず、

申立内容は当時の保険料納付制度と符合しない。 

また、当委員会においてオンラインの氏名検索等により調査を行った

が、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡もうかがわ

れない上、申立人が申立期間①、②及び③の国民年金保険料を納付した

ことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を

納付したことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 

３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のう

ち、平成元年 12 月の付加保険料を納付していたものと認められる。 

 



                      

  

埼玉国民年金 事案 3817 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 48 年４月から 49 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 昭和 25 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 昭和 48 年４月から 49 年３月まで 

昭和 48 年３月に勤めていた会社を辞め１年半くらいたったころ、母

親と二人でＡ町役場に行き、国民年金の加入手続を行った。保険料につ

いては、厚生年金保険につながるようにさかのぼって納付したはずであ

り、申立期間の保険料が未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 48 年３月に会社を辞め１年半くらいたったころ、その

母親と二人でＡ町役場に行き国民年金の加入手続をし、さかのぼって保険

料を納付したとしているところ、申立人の国民年金手帳記号番号は、当該

記号番号の前後の被保険者の資格取得日から 49 年９月ころに払い出され

たと推認されることから、その時点では、申立期間は納付可能な期間であ

り、申立人は保険料をさかのぼって納付したと供述している上、申立人が

12 か月と短期間である申立期間の保険料を納付できない特段の事情は見

当たらない。 

   また、国民年金の加入手続を一緒にしたとする申立人の母親は、昭和

36 年４月に国民年金に加入し、60 歳に到達するまでの保険料をすべて納

付している。 

さらに、申立人は、申立期間以外の国民年金保険料をすべて納付してお

り、納付意識は高かったと考えられる。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

埼玉国民年金 事案 3818 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成６年８月の国民年金保険料については、納付していたもの

と認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 昭和 45 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 平成６年８月 

平成４年４月から６年３月までの期間の国民年金については、学生免

除申請を行っている。平成６年度の国民年金については、当時、無職で

あったため保険料の納付が困難なことから、８年度になってから１か月

分ずつ毎月忘れずに納付していた。申立期間の保険料が未納となってい

ることに納得できない。   

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、平成６年度の国民年金については、当時、無職であったため

保険料の納付が困難なことから、８年度になってから１か月分ずつ毎月忘

れずに納付していたとしているところ、オンライン記録から、申立期間を

除き６年度の保険料が８年度に１か月分ずつ納付されていることが確認で

きることから、申立人の供述に信 憑
ぴょう

性が認められる。 

また、申立人は、国民年金の加入手続や保険料の納付を申立人自身で行

っており、納付方法、納付場所などを具体的に記憶している。 

さらに、申立期間の前後の期間は納付済みとなっており、申立人が、１

か月と短期間である申立期間の国民年金保険料を納付できなかった特段の

事情は見当たらない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 

 



                      

  

埼玉国民年金 事案 3822 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 59 年８月から 61 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 昭和 39 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 昭和 59 年８月から 61 年３月まで 

私が 20 歳（昭和 59 年＊月）になったころ、短期大学生であったので、

父が私の国民年金の加入手続をし、卒業するまでの国民年金保険料を父

の勤務先であったＡ銀行（現在は、Ｂ銀行）Ｃ支店において父がまとめ

て納付してくれた。卒業後の 60 年４月からは、Ｄ院にＥ職として就職

したことを契機に、父から私の年金手帳を手渡され、今後は自分で納付

するように言われた。私は、薄給の中から苦しいながらも納付書を用い

てＡ銀行Ｆ支店において保険料を納付したことを記憶している。申立期

間が未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立人が 20 歳（昭和 59 年＊月）ころにその父が申立人の国

民年金の加入手続を行い、申立期間の国民年金保険料については、その父

がまとめて納付したとしているところ、申立人の国民年金手帳記号番号は

前後の被保険者の資格取得時期から 61 年３月ころに払い出されていると

推認されることから、申立人が主張する国民年金の加入手続時期とは相違

するものの、手帳記号番号の払出時点からすると、59 年８月から 60 年３

月までは過年度納付できる期間であり、同年４月から 61 年３月までは現

年度納付できる期間である。 

また、申立人の納付状況は、申立期間以降に未納は無く、納付意識は高

いと推認できる。 

さらに、申立人のオンライン記録により、申立人の過年度納付書が昭和

61 年５月 26 日に作成されたことが確認できることから、申立期間の保険



                      

  

料についても、その納付書を用いて過年度納付分及び現年度納付分の保険

料をまとめて納付したとする可能性は否定できない。 

加えて、申立人の母のオンライン記録から、その母の申立期間の保険料

は前納で納付されていることが確認できる上、申立人が 20 か月間と比較

的短期間である申立期間の国民年金保険料を納付できなかったとする特段

の事情は見当たらない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

埼玉国民年金 事案 3824 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 49 年１月から同年３月までの国民年

金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録

を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 昭和 16 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 昭和 44 年２月から 49 年３月まで 

    夫が厚生年金保険に未加入の会社に転職した昭和 44 年２月ころ、私

がＡ区役所Ｂ出張所で夫婦二人分の国民年金の加入手続をした。保険料

についても、私が夫婦二人分を、送られてきた納付書に現金を添えて同

出張所かＣ郵便局で納付していたので、申立期間の保険料が未納となっ

ていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間のうち昭和 49 年１月から同年３月までの期間について、申

立人は、夫婦二人分の国民年金保険料をＡ区役所Ｂ出張所かＣ郵便局で

納付していたと主張しているところ、申立人夫婦の保険料の納付年月日

が確認できる同年４月から 50 年６月までの期間については、申立人夫

婦の保険料はいずれも同一日に納付されており、申立人とその夫は基本

的に一緒に保険料を納付していたものと推認されるところ、その夫の当

該期間は納付済みとなっている上、３か月と短期間である当該期間の保

険料を納付できなかった特段の事情も見当たらない。 

 

  ２ 一方、申立期間のうち昭和 44 年２月から 48 年 12 月までの期間につ

いて、申立人は、その夫が厚生年金保険に未加入の会社に転職した 44

年２月ころにＡ区役所Ｂ出張所で国民年金の加入手続をし、保険料も同

出張所かＣ郵便局で納付していたと主張しているが、申立人が所持する

国民年金手帳には「昭和 49 年６月 21 日発行」と記載されており、その

発行時点では、当該期間のうち 44 年２月から 47 年３月までの期間は時



                      

  

効により納付できず、同年４月から 48 年 12 月までの期間はさかのぼっ

て納付する期間となるが、申立人は、さかのぼって納付した記憶は無い

と供述している上、当委員会においてオンラインの氏名検索等により調

査したが、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡もう

かがわれない。 

    また、申立人は、申立人が所持する国民年金手帳の「資格取得」が

「昭和 44 年２月１日」と記載されていることをもって、当該日に国民

年金の加入手続を行ったと主張しているが、この「資格取得」は、加入

手続時期にかかわらず、強制加入期間の初日を遡及
そきゅう

して記載するもので

あることから、加入手続日を特定するものではない。 

    さらに、申立人が申立期間のうち昭和 44 年２月から 48 年 12 月まで

の期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確定

申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したことをうかがわせる周辺事

情も見当たらない。 

    加えて、申立事案の口頭意見陳述においても、申立人が行ったとする

国民年金の加入手続や申立期間のうち昭和 44 年２月から 48 年 12 月ま

での期間の保険料の納付を裏付ける事情を酌み取ろうとしたが、具体的

な新しい証言や証拠を得ることができなかった。 

 

  ３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のう

ち、昭和 49 年１月から同年３月までの国民年金保険料を納付していた

ものと認められる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 4531 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人のＡ団における厚生年金保険被保険者資格取得日は昭和 26 年 11

月 10 日、被保険者資格喪失日は 30 年１月９日であると認められることか

ら、厚生年金保険被保険者資格の取得日及び喪失日に係る記録を訂正する

ことが必要である。 

 なお、当該期間の標準報酬月額については、昭和 26 年 11 月から 27 年

３月までの期間は 6,000 円、同年４月から 29 年４月までの期間は 8,000

円、同年５月から同年９月までの期間は１万 2,000 円、同年 10 月から同

年 12 月までの期間は１万 4,000 円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 昭和９年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 昭和 26 年４月１日から 30 年６月 30 日まで 

    中学校卒業後、Ｂ資格習得のためＣ校に入校し、１年数か月後に同校

を卒業する際、新聞広告でＤ局の求人に応募し、採用された。 

その後、Ｅ団に転勤したが、継続して勤務していたので、申立期間に

ついても厚生年金保険被保険者であったはずである。申立期間を厚生年

金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間のうち、昭和 26 年 11 月 10 日から 30 年１月９日までの期間

について、Ｆ局が保管するＧ票には、申立人と同姓同名で、生年月日が

１年異なる（８年＊月＊日生）ものの、本籍及び当時の住所も申立人と

一致する記録が確認でき、同記録によると、26 年 11 月 10 日傭入、30

年１月８日解雇となっている。 

また、申立人の氏名と読み方が同じで、漢字が１字、生年月日が１年

異なる厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）が確認でき、同記録による

と、Ａ団における厚生年金保険被保険者資格取得日が上記のＧ票の雇入

日と同じ昭和 26 年 11 月 10 日、被保険者資格喪失日が同票の解雇日の

翌日である 30 年１月９日となっている被保険者記録が確認できる。 



                      

  

さらに、Ａ団に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿に、生年月日

が１年異なるものの、申立人と氏名が同じで、被保険者資格喪失日も上

記厚生年金保険被保険者台帳と同じ昭和 30 年１月９日（被保険者資格

取得日は判読不能）である記録が確認できる。 

加えて、申立人は、申立期間当時、職場に同姓同名の者はいなかった

としている上、当該被保険者記録は 65 歳に到達しているにもかかわら

ず、基礎年金番号に統合されていないことを踏まえると、当該未統合と

なっている被保険者記録は申立人に係るものであると認められる。 

これらを総合的に判断すると、申立事業所の事業主は、申立人が昭和

26 年 11 月 10 日に厚生年金保険被保険者資格を取得し、30 年１月９日

に喪失した旨の届出を社会保険事務所（当時）に行っていたことが認め

られる。 

なお、当該期間の標準報酬月額については、上記の厚生年金保険被保

険者台帳の記録から、昭和 26 年 11 月から 27 年３月までの期間は

6,000 円、同年４月から 29 年４月までの期間は 8,000 円、同年５月か

ら同年９月までの期間は１万 2,000 円、同年 10 月から同年 12 月までの

期間は１万 4,000 円とすることが妥当である。 

  

２ 申立期間のうち、昭和 26 年４月１日から同年 11 月 10 日までの期間

及び 30 年１月９日から同年６月 30 日までの期間について、上記の厚生

年金保険被保険者台帳には、厚生年金保険被保険者期間が確認できない。 

また、Ｆ局では、申立期間当時の厚生年金保険関係資料は保存してお

らず、申立人の厚生年金保険の加入及び厚生年金保険料の給与からの控

除については不明としているなど、当該申立期間の厚生年金保険料の控

除等について確認できない。 

さらに、申立人が当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無い。 

このほか、申立人の当該期間における厚生年金保険料の給与からの控

除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、当該期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 4534 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人の株式会社Ａ（現在は、株式会

社Ｂ）Ｃ支店における資格喪失日に係る記録を昭和 46 年 12 月１日に訂正

し、申立期間の標準報酬月額に係る記録を９万 8,000 円とすることが必要

である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 19 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 46 年 11 月２日から同年 12 月１日まで 

    株式会社Ａに昭和 38 年４月１日から平成９年７月１日まで勤務して

いたが、同社Ｃ支店から同社Ｄ支店へ転勤した際の１か月間の厚生年金

保険被保険者期間の記録が無い。この期間も勤務していたので厚生年金

保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の被保険者記録及び同僚の供述により、申立人は、申立期間に

おいて株式会社Ａに継続して勤務し（昭和 46 年 12 月１日に同社Ｃ支店か

ら同社Ｄ支店へ異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人の健康保険厚生年金

保険被保険者原票において、法改正により昭和 46 年 11 月から適用される

予定であった記録から、９万 8,000 円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は、保険料を納付したか否かについては不明としており、このほか

に確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらないことから、明らかでな

いと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事



                      

  

業主が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所

（当時）に行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺

事情が見当たらないことから、行ったとは認められない。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 4535 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間に係る厚生年金保険の標準報酬月額は、申立人が主張

する標準報酬月額であったと認められることから、申立人の標準報酬月額

の記録について平成８年４月から 10 年８月までの期間を 59 万円に訂正す

ることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成８年４月１日から 10 年９月 11 日まで 

    社会保険庁（当時）の記録によると、株式会社ＡにＢ担当者として勤

務していた申立期間の標準報酬月額が減額されているので、年金記録を

訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   オンライン記録によると、申立人の申立期間に係る株式会社Ａにおける

厚生年金保険の標準報酬月額は、当初、平成８年４月から 10 年５月まで

の期間は 59 万円と記録されていたところ、同年６月１日に申立人を含む

10 人の標準報酬月額の記録が遡及
そきゅう

して引き下げられており、申立人の場

合は、８年４月から 10 年５月までの期間の標準報酬月額が９万 8,000 円

に訂正されていることが確認できる。また、申立人が厚生年金保険被保険

者資格を喪失した日は、同社が同保険の適用事業所ではなくなった日であ

る同年９月 11 日であるが、当該日の後の同年９月 21 日に申立人を含む４

人の標準報酬月額の記録が再度、遡及
そきゅう

して引き下げられており、申立人の

場合は、８年 10 月から 10 年８月までの期間の標準報酬月額が９万 2,000

円に訂正されていることが確認できる。 

   さらに、当該事業所の事業主に照会したところ、訂正処理が行われた当

時は社会保険料の滞納があったことを認めており、複数の同僚は、「申立

人は、取締役ではあったが、厚生年金保険業務には一切関与はしてはいな

かった。」と供述している。 

   これらを総合的に判断すると、社会保険事務所（当時）において、当該



                      

  

事業所が適用事業所でなくなった後に遡及
そきゅう

により記録を訂正するという処

理を行う合理的な理由は見当たらず、標準報酬月額に係る有効な記録訂正

があったとは認められないことから、申立人の申立期間のうち平成８年

10 月から 10 年８月までの期間に係る標準報酬月額は、訂正前の記録であ

る９万 8,000 円に訂正することが必要と認められ、かつ、当該訂正前の記

録は、同年６月１日付けの遡及
そきゅう

訂正により記録されたものであり、当該

遡及
そきゅう

訂正処理は事実に即したものとは考え難く、社会保険事務所が行った

当該遡及
そきゅう

訂正処理に合理的理由は無いことから、有効な記録訂正があった

とは認められない。このため、当該遡及
そきゅう

訂正処理の結果として記録されて

いる申立人の８年４月から 10 年８月までの期間に係る標準報酬月額は、

事業主が社会保険事務所に当初届け出た標準報酬月額の記録から、59 万

円に訂正することが必要と認められる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 4543 

 

第１ 委員会の結論 

   事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た申立人の申立期間に係る厚

生年金保険の標準報酬月額は、申立人が主張する標準報酬月額であったと

認められることから、申立期間の標準報酬月額を 20 万円に訂正すること

が必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成３年 12 月１日から５年 12 月１日まで 

    株式会社Ａに勤務していた申立期間の給与は 20 万円であったのに、

厚生年金保険の記録では８万円となっている。同社の代表者が第三者委

員会で調べてもらい改ざんが確認できたと聞いた。私も同様に改ざんさ

れていると思うので調査の上、訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   オンライン記録では、申立人の申立期間に係る株式会社Ａにおける厚生

年金保険の標準報酬月額は、当初、申立人が主張する 20 万円と記録され

ていたところ、同社が適用事業所でなくなった日（平成５年 12 月 12 日）

後の６年１月６日付けで、３年 12 月１日にさかのぼって８万円に引き下

げられていることが確認できる。 

   また、同社の事業主及び役員が、申立人と同様に平成６年１月６日付け

で３年 12 月１日にさかのぼって標準報酬月額が訂正されていることがオ

ンライン記録により確認できる。 

一方、申立人は、株式会社Ａの商業登記簿謄本によると取締役であった

ことが確認できるが、申立人が担当していたのは電話応対や接客等の一般

事務であり、事業主や当時の同僚も、申立人は、社会保険に関する事務は

行っていなかったとしている。 

また、申立人は、会社の残務整理には一切関与していなかったと供述し

ている上、オンライン記録によると、申立人は、平成５年 12 月１日にほ

かの事業所で被保険者資格を取得し、標準報酬月額の訂正処理が行われた



                      

  

６年１月６日は、当該事業所での被保険者期間であることが確認できるこ

とから、申立人は、当該標準報酬月額の減額訂正に関与する立場になかっ

たことが推認できる。 

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所において、このような訂

正処理を行う合理的な理由は見当たらず、申立期間における標準報酬月額

に係る有効な記録訂正があったとは認められないことから、申立人の申立

期間に係る標準報酬月額については、事業主が社会保険事務所に当初届け

出た記録から、20 万円に訂正することが必要と認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 4544 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ株式会社（現在は、株式会

社Ｂ）における資格喪失日に係る記録を昭和 38 年 11 月１日に訂正し、同

年 10 月の標準報酬月額に係る記録を２万 8,000 円とすることが必要であ

る。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 
 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 10 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 38 年 10 月 31 日から同年 11月１日まで 

Ｃ株式会社には、昭和 29 年５月 14 日から平成７年 12 月 14 日まで一

貫して 41 年余り勤務していた。 

途中、昭和 38 年 11 月１日に親会社であるＣ株式会社が子会社である

Ａ株式会社を吸収合併した時に、子会社にいた私の厚生年金保険被保険

者記録は、資格喪失日が同年 10 月 31 日と届出されてしまい、この月は

年金の記録には反映されない期間とされてしまった。 

同年同月は月末まで勤務しているので、正しい資格喪失日である同年

11 月１日に訂正して、記録を回復してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の雇用保険の被保険者記録、Ｃ株式会社の後継会社である株式会

社Ｂの人事部人事課の担当者及び複数の同僚の供述から判断すると、申立

人は、Ｃ株式会社及び同社の関連会社に継続して勤務し（昭和 38 年 11 月

１日にＡ株式会社からＣ株式会社Ｄ支店に異動）、申立期間に係る厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

  また、申立期間に係る標準報酬月額については、申立人に係るＡ株式会

社に係る事業所別被保険者名簿の昭和 38 年９月の記録から、２万 8,000

円とすることが妥当である。 



                      

  

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、申立人のＡ株式会社における厚生年金保険被保険者資

格喪失日を、Ｃ株式会社Ｄ支店に資格変更した発令日である昭和 38 年 11

月１日で届出すべきところ、同年 10 月 31 日と誤った届出をしたことを認

めていることから、社会保険事務所（当時）の記録どおりの届出が事業主

から行われ、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年 10 月の保

険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を

行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料

を還付した場合を含む。）、事業主は申立期間に係る保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。  



                      

  

埼玉厚生年金 事案 4550 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の株式会社Ａにおける平成 12 年７月１日から 13 年 10 月１日ま

でに係る厚生年金保険の標準報酬月額は、申立人が主張する標準報酬月額

であったと認められることから、申立人の当該期間に係る標準報酬月額を

36 万円に訂正することが必要である。 

また、申立人の平成 13 年 10 月１日から 15 年３月 31 日までに係る標準

報酬月額の記録については、13 年 10 月から 14 年 10 月までの期間は 36

万円に、同年 11 月から 15 年１月までの期間は 34 万円に、同年２月は 32

万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、平成 13 年 10 月から 15 年２月までの上記訂正後の標

準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を除く。）を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 37 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 12 年７月１日から 15 年３月 31 日まで 

    申立期間の株式会社Ａにおける標準報酬月額が、実際に受け取ってい

た給与の額より低いので、実際の給与に見合った標準報酬月額に訂正

してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間のうち、平成 12 年７月１日から 13 年 10 月１日までの期間

については、オンライン記録では、申立人の株式会社Ａにおける当該期

間に係る標準報酬月額は、当初申立人が主張する 36 万円と記録されて

いたところ、同年６月 22 日付けで 12 年７月１日にさかのぼって 24 万

円に減額訂正されていることが確認できる。 

また、株式会社Ａの事業主及び同僚一人については、オンライン記録

により、申立人と同様に平成 13 年６月 22 日付けで 12 年７月１日にさ

かのぼって標準報酬月額が引き下げられていることが確認できる。 

さらに、複数の同僚は、申立期間当時は会社の経営が苦しく、給料の

遅配があったと供述している。 

加えて、申立人から提出された給与明細書に記載されている厚生年金



                      

  

保険料の控除額は、申立人の主張する標準報酬月額（36 万円）に基づ

き算定した厚生年金保険料と合致していることが確認できる。 

これらを総合的に判断すると、平成 13 年６月 22 日付けで行われた

遡及
そきゅう

訂正処理は事実に即したものとは考え難く、社会保険事務所（当

時）が行った当該遡及
そきゅう

訂正処理に合理的理由は無く、有効な記録訂正が

あったとは認められない。このため、当該遡及
そきゅう

訂正処理の結果として記

録されている申立人の 12 年７月から 13 年９月までの標準報酬月額は、

事業主が社会保険事務所に当初届け出た記録から、36 万円に訂正する

ことが必要であると認められる。 

なお、申立期間のうち、平成 13 年 10 月から 15 年２月までの期間に

係る標準報酬月額について、上記遡及
そきゅう

訂正処理を行った日以降の最初の

定時決定（13 年 10 月１日）において、24 万円と記録されているところ、

当該処理については遡及
そきゅう

訂正処理との直接的な関係をうかがわせる事情

が見当たらず、社会保険事務所の処理が不合理であったとは言えない。 

 

２ 申立期間のうち、平成 13 年 10 月１日から 15 年３月 31 日までの期間

については、申立人から提出された給与明細書により、申立人は、当該

期間において、オンライン記録で確認できる標準報酬月額より高い標準

報酬月額に相当する保険料を事業主により給与から控除されていること

が認められる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法

律に基づき、標準報酬月額を改定又は決定し記録の訂正及び保険給付が

行われるのは、事業主が源泉徴収していたと認められる保険料額及び申

立人の報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月額の範囲内であることか

ら、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することになる。 

したがって、当該期間の標準報酬月額については、給与明細書におけ

る保険料控除額から、平成 13 年 10 月から 14 年 10 月までの期間は 36

万円、同年 11 月から 15 年１月までの期間は 34 万円、同年２月は 32 万

円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行に

ついては、給与明細書で確認できる報酬月額又は保険料控除額に見合う

標準報酬月額とオンライン記録の標準報酬月額が全期間にわたり一致し

ていないことが確認できることから、事業主は、保険料控除額に見合う

報酬月額を届け出ておらず、その結果、社会保険事務所は、当該報酬月

額に見合う厚生年金保険料について納入の告知を行っておらず、事業主

は、当該保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除

く。）を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 4551 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の株式会社Ａに係る厚生年金保険被保険者資格の喪失日は平成

15 年４月 21 日であると認められることから、厚生年金保険被保険者資格

の喪失日に係る記録を訂正することが必要である。 

   なお、平成 15 年１月から同年３月までの標準報酬月額については、34

万円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 48 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 15 年１月 21 日から同年４月 21 日まで 

    株式会社Ａに勤務していたが、申立期間の厚生年金保険加入記録が無

い。当該期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録、申立人が保管する株式会社Ａが発行した給与明細

書（平成 14 年１月分から 15 年１月分まで）及び同社が発行した賃金未払

い証明書（同年２月分から同年４月分まで）により、申立人が、申立期間

において同社に継続して勤務していたことが確認できる。 

一方、オンライン記録によれば、申立人の厚生年金保険の被保険者資格

喪失日は、株式会社Ａが厚生年金保険の適用事業所ではなくなった日（平

成 15 年４月 29 日）より後の同年５月 27 日付けで、同年１月 21 日にさか

のぼって被保険者資格の喪失処理が行われている上、同社における複数の

者についても申立人と同様に同年５月 27 日付けで相当期間さかのぼって

喪失処理が行われていることが確認できる。 

また、Ｂ年金事務所は、株式会社Ａに係る滞納処分票は無いとしている

ところ、債権消滅不納欠損決議書及び滞納処分執行停止決議書によれば、

同社は厚生年金保険料、健康保険料及び児童手当拠出金を滞納し、平成

18 年６月 30 日に時効完成により滞納処分の執行停止が行われていること

が確認できる。 



                      

  

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所（当時）において、申立

人が平成 15 年１月 21 日に厚生年金保険被保険者資格を喪失したとする処

理を行う合理的な理由は無く、当該喪失処理に係る記録は有効なものと認

められないことから、申立人の資格喪失日は、雇用保険の記録における離

職日の翌日である同年４月 21 日であると認められる。 

また、申立人の株式会社Ａにおける申立期間の標準報酬月額は、平成

14 年 12 月のオンライン記録から 34 万円とすることが妥当である。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 4552 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の株式会社Ａにおける厚生年金保険被保険者資格取得日は、昭和

38 年 12 月 24 日、資格喪失日は 42 年２月 18 日であると認められること

から、厚生年金保険被保険者資格の取得日及び喪失日に係る記録を訂正す

ることが必要である。 

なお、当該期間の標準報酬月額については、昭和 38 年 12 月から 39 年

９月までは２万円、同年 10 月から 40 年９月までは２万 2,000 円、同年

10 月から 41 年３月までは３万円、同年４月から 42 年１月までは３万

9,000 円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 38 年５月９日から 42 年２月 18 日まで 

社会保険庁（当時）の記録では、株式会社Ａにおける私の被保険者期

間は４か月しか無いが、私は昭和 37 年７月に同社に入社し、約４年間

継続して勤務した。同社で同僚と写した写真を提出するので、第三者委

員会で調査の上、申立期間について、被保険者であったことを認めてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間のうち昭和 38 年 12 月 24 日から 42 年２月 18 日までの期間

については、株式会社Ａに係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿にお

いて、申立人と氏名及び生年月日が一致する基礎年金番号に統合されて

いない被保険者記録（資格取得日は 38 年 12 月 24 日、資格喪失日は 42

年２月 18 日）が確認できる。 

また、当該未統合の記録における被保険者期間は申立人の申立期間の

一部と一致している上、当該記録に係る厚生年金保険被保険者の番号は、

既に申立人の基礎年金番号に統合されている番号と一致していることか

ら、当該記録は、申立人の厚生年金保険被保険者記録であると認められ

る。 



                      

  

これらを総合的に判断すると、事業主は、申立人が昭和 38 年 12 月

24 日に厚生年金保険の被保険者資格を取得し、42 年２月 18 日に喪失し

た旨の届出を社会保険事務所（当時）に行ったことが認められる。 

また、当該期間の標準報酬月額については、株式会社Ａに係る当該未

統合記録から、昭和 38 年 12 月から 39 年９月までは２万円、同年 10 月

から 40 年９月までは２万 2,000 円、同年 10 月から 41 年３月までは３

万円、同年４月から 42 年１月までは３万 9,000 円とすることが妥当で

ある。 

 

２  申立期間のうち昭和 38 年５月９日から同年 12 月 24 日までの期間に

ついては、申立人が所持する株式会社Ａに係る社員旅行の写真（38 年

夏に撮影）に申立人自身が写っており、同じ写真に写っていて連絡のと

れる３人の同僚に照会したところ、その全員が、「申立人は、当該期間

に株式会社Ａに勤務していたことは間違いない。」と供述していること

から、申立人は申立期間当時同社に在籍していたことが認められる。 

しかしながら、株式会社Ａに係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿

によると、申立人と業務内容において同質性の高い同僚の二人（そのう

ちの一人は前述の３人のうちの一人）についても、申立人と同様に、当

該期間において厚生年金保険の被保険者記録は無い上、申立人と取得日

が同じ昭和 38 年 12 月 24 日及び翌日の同年 12 月 25 日にそれぞれ厚生

年金保険の資格を取得していることが確認できる。 

また、同社の担当者は、「申立期間当時の社会保険加入状況等につい

て知っている従業員は既に退職しているし、当時の事業主も他界してい

るため、申立人の勤務形態等について、確認することができない。また、

当時の関連資料も無い。」と回答しており、申立人に係る当該期間の勤

務実態及び厚生年金保険料控除について、確認をすることができなかっ

た。 

このほか、申立人の当該期間における厚生年金保険料の控除について

確認できる給与明細書等の関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、当該期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 4553 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間②について、厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことが認められることから、申立人の株式会社Ａ（現在

は、株式会社Ｂ）Ｃ支店における資格取得日に係る記録を昭和 24 年１月

20 日に訂正し、同年１月の標準報酬月額に係る記録を 2,400 円とするこ

とが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間②の厚生年金保険料を納付する義

務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

    

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和４年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 22 年６月 17 日から同年 10 月１日まで 

             ② 昭和 24 年１月 20 日から同年２月１日まで 

昭和 22 年６月から株式会社Ａに就職し、継続して平成元年３月 31 日

の定年まで勤務した。この間一度も退職をしたことが無いのに、昭和

22 年６月から同年９月までの期間及び 24 年１月の厚生年金保険の被保

険者記録が無い。これら申立期間の厚生年金保険料は事業主により控除

されていたので、厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間②について、雇用保険の被保険者記録及び株式会社Ｂによる

人事記録に係る回答から判断すると、申立人は、申立期間②を含め株式

会社Ａに継続して勤務し（昭和 24 年１月 20 日に同社Ｄ支店から同社Ｃ

支店に異動）、申立期間②に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことが認められる。 

また、申立期間②における標準報酬月額は、申立人の株式会社ＡのＣ

支店における昭和 24 年２月の健康保険厚生年金保険被保険者名簿の記

録から、2,400 円とすることが妥当である。 

なお、申立人の申立期間②に係る厚生年金保険料の事業主による納付

義務の履行については、事業主は資料は無いものの納付したとしている



                      

  

が、これを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらないことから、

明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、

事業主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事

務所（当時）に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連

資料及び周辺事情が見当たらないことから、行ったとは認められない。 

 

２ 申立期間①について、株式会社Ｂが回答した人事の記録により、申立

人は、昭和 22 年６月 17 日に株式会社ＡのＤ支店に事務員として採用さ

れたことが認められる。 

しかしながら、ほぼ同時期に同社Ｄ支店に入社した同僚３人は、厚生

年金保険に加入したのは、入社した月より１か月又は２か月後だったと

回答しているところ、同社Ｄ支店に係る健康保険厚生年金保険被保険者

名簿によると、いずれも毎月１日付けの取得日となっていることが確認

できることを踏まえると、同社においては、入社した月から厚生年金保

険に加入させていないことがうかがわれる。 

また、同名簿によると、申立人が株式会社ＡのＤ支店で昭和 22 年 10

月１日に資格取得したことが確認でき、被保険者は資格取得年月日順に

記載されており、不自然な点は見られない上、厚生年金保険被保険者台

帳記号番号払出簿による申立人の資格取得年月日と一致する。 

さらに、申立人が申立期間①に係る厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無い。 

このほか、申立人の申立期間①における厚生年金保険料の控除につい

て確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 4554 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間に係る標準報酬月額については、申立期間のうち平成

16 年７月から同年 12 月までの期間を 32 万円に訂正することが必要であ

る。 

なお、事業主は、平成 16 年７月から同年 12 月までの上記訂正後の標準

報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料を除く。）を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 21 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 16 年７月１日から 17 年２月６日まで 

    社会保険庁（当時）の記録によると株式会社Ａに勤務していた平成

16 年７月から 17 年１月までの標準報酬月額が、実際の金額よりも低い

15 万円に引き下げられていることが判明したので、申立期間の標準報

酬月額を正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ｂ町役場（現在は、Ｃ市）から提出のあった株式会社Ａが作成した申立

人の平成 16 年分の給与支払報告書及び同町の課税証明書により、16 年中

に申立人が受け取った給与支払総額を月額に割り戻した月額給与に相当す

る標準報酬月額は 32 万円となり、同標準報酬月額をもって社会保険料

（厚生年金保険、健康保険、雇用保険、介護保険）を当時の料率を使って

試算した結果、前述の給与支払報告書及び課税証明書に記載されている年

額の社会保険料額にほぼ同額となることから判断すると、申立人は、申立

期間のうち 16 年７月１日から 17 年１月１日までの期間について、32 万

円の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたものと認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付の義務の履行に

ついては、事業主が保管する月額変更届において 15 万円を標準報酬月額

として届け出ていることが確認できることから、社会保険事務所（当時）



                      

  

は、標準報酬月額（32 万円）に見合う厚生年金保険料について、納入の

告知を行っておらず、事業主は、当該厚生年金保険料（訂正前の標準報酬

月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行していない

ものと認められる。 

一方、申立人は、申立期間のうち平成 17 年１月の標準報酬月額につい

ても訂正を主張しているが、申立人に係る平成 18 年度町民税・県民税申

告書から厚生年金保険料の控除額を確認できないこと及び申立人に係る平

成 18 年度非課税証明書には給与収入が 0 円と記載があることから判断す

ると、申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主よ

り給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 4555 

 

第１ 委員会の結論 

   申立期間のうち、平成 13 年２月１日から同年 10 月１日までの期間につ

いて、事業主が、社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申

立人が主張する標準報酬月額（28 万円）であったことが認められること

から、当該期間の標準報酬月額に係る記録を 28 万円に訂正することが必

要である。 

   また、申立人は、上記期間のうち、平成 13 年３月１日から同年９月１

日までの期間について、その主張する標準報酬月額に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことが認められることから、当該

期間に係る上記訂正後の標準報酬月額に係る記録を 30 万円に訂正するこ

とが必要である。 

   なお、事業主は、当該期間に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚

生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）

を納付する義務を履行していないと認められる。 

   

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 53 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 13 年２月１日から 14 年７月 21 日まで 

    平成 13 年２月から 14 年６月までの標準報酬月額が 18 万円となって

いるが、当時の給料支払明細書では、給与の支給総額が 30 万円前後あ

ったので記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によれば、申立人の申立期間における厚生年金保険の標

準報酬月額は、当初、平成 13 年２月から同年７月までは 28 万円と記録さ

れていたが、同年７月 30 日付けで、さかのぼって標準報酬月額を 18 万円

に引き下げられていることが確認できる上、ほかの複数の同僚についても

申立人と同様に引き下げられていることが確認できる。 

また、元事業主は、申立期間当時、会社は経営不振で、延滞金を含む保

険料の納付が厳しい状態にあった旨を供述しており、申立期間において同



                      

  

社は厚生年金保険料を滞納していた事情がうかがえる。 

これらを総合的に判断すると、平成 13 年７月 30 日付けで行われた遡及
そきゅう

訂正処理は事実に即したものとは考え難く、社会保険事務所が行った当該

遡及
そきゅう

訂正処理に合理的理由は無く、有効な記録訂正があったとは認められ

ない。このため、当該遡及
そきゅう

訂正処理の結果として記録されている申立人の

13 年２月から同年９月までの期間に係る標準報酬月額は、事業主が社会

保険事務所に当初届け出た記録から、28 万円に訂正することが必要と認

められる。 

一方、申立期間のうち、平成 13 年 10 月１日から 14 年７月 21 日までの

標準報酬月額について、上記遡及
そきゅう

訂正処理を行った日以降の最初の定時決

定（13 年 10 月１日）において、18 万円と記録されているところ、当該処

理については遡及
そきゅう

訂正処理との直接的な関係をうかがわせる事情が見当た

らず、社会保険事務所の処理が不合理であったとは言えない。 

また、申立人が保管する申立期間に係る給料支払明細書に記載された給

与支給額は、オンライン記録における上記訂正後の標準報酬月額よりいず

れも高額であることが確認できるものの、厚生年金保険の保険給付及び保

険料納付の特例等に関する法律（以下「特例法」という。）に基づき標準

報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行わ

れるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の

報酬月額のそれぞれに基づく範囲内であることから、これらの標準報酬月

額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立期間のうち、平成 13 年３月から同年８月までの期間

に係る標準報酬月額については、申立人から提出された給料支払明細書に

おいて確認できる保険料控除額から、30 万円とすることが妥当である。 

   なお、事業主が申立人の平成 13 年３月から同年８月までに係る厚生年

金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納

付する義務を履行したか否かについては、当時の事業主は、申立期間当時、

保険料の滞納が続いたために、実際の報酬月額より低い 18 万円の標準報

酬月額に相当する報酬月額の届出を行ったことを認めていることから、事

業主が 18 万円を報酬月額として社会保険事務所に届け、その結果、社会

保険事務所は、申立人が主張する標準報酬月額に基づく保険料について納

入の告知を行っておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

   一方、申立期間のうち、平成 13 年２月及び同年９月から 14 年６月まで

の期間に係る標準報酬月額については、当該期間において事業主が源泉控

除していたと認められる厚生年金保険料額に見合う標準報酬月額は、オン

ライン記録上の標準報酬月額とすべて一致していることから、特例法によ

る保険給付の対象に当たらないため、あっせんは行わない。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 4558 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人の株式会社Ａにおける資格喪失

日に係る記録を昭和 37 年４月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額に

係る記録を２万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 11 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 37 年３月 21 日から同年４月１日まで 

    私は、昭和 34 年１月１日に株式会社Ａに入社以来、37 年３月 31 日

まで同社に勤務しており、同年４月１日に関連会社のＢ株式会社に異動

したが、オンライン記録によると、同年３月 21 日が厚生年金保険の被

保険者資格の喪失日となっている。 

    調査の上、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   複数の元同僚の供述及び株式会社Ａから申立人に贈られた表彰状（勤続

10 年以上の職務に対する昭和 44 年１月 24 日付けの表彰）から判断する

と、申立人が同社及び同社の関連会社に継続して勤務し（37 年４月１日

に株式会社ＡからＢ株式会社に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、昭和 37 年２月の申立人に

係る健康保険厚生年金保険被保険者原票の記録から、２万円とすることが

妥当である。 

   なお、申立人に係る申立期間の保険料の事業主による納付義務の履行に

ついては、事業主は、保険料を納付したか否かについては不明としている

が、事業主が保存している申立人の申立期間に係る厚生年金保険被保険者



                      

  

資格喪失確認通知書及び「被保険者資格取得確認及び標準報酬決定通知

書」において、申立人の資格喪失日は昭和 37 年３月 21 日と記載されてい

ることが確認できることから、事業主は同日を資格喪失日として届け、そ

の結果、社会保険事務所（当時）は、申立人に係る同年３月分の保険料に

ついて納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行った

ものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付

した場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る同年３月の保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 4559 

 

第１ 委員会の結論 

事業主が社会保険事務所(当時)に届け出た標準報酬月額は、申立人が主

張する標準報酬月額であったと認められることから、申立期間の標準報酬

月額を 59 万円に訂正することが必要である。 

  

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

住        所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成９年 10 月１日から 10 年 10 月１日まで 

ねんきん定期便の記録によると、株式会社Ａ(現在は、株式会社Ｂ)に

勤務していた期間のうちの申立期間の標準報酬月額が 18 万円となって

いるが、59 万円が正当と思う。申立期間の給与明細書等の資料を提出

するので、申立期間の標準報酬月額を 59 万円に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出のあった給与明細書から、申立人は、申立期間において、

その主張する標準報酬月額(59 万円)に基づく厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことが認められる。 

また、株式会社Ｂが加入する厚生年金基金及び健康保険組合の加入記録

における申立期間の標準報酬月額は 59 万円であることが確認できる。 

さらに、株式会社Ｂでは、申立期間当時、厚生年金保険、厚生年金基金

及び健康保険組合への各種の届出は、複写式の届出様式であったとしてい

る。 

これらを総合的に判断すると、事業主は、申立人が主張する標準報酬月

額(59 万円)に係る届出を社会保険事務所に行ったことが認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 4562 

 

第１ 委員会の結論 

１ 申立期間①について、事業主は、申立人が昭和 17 年６月１日に労働

者年金保険被保険者の資格を取得し 19 年３月 17 日に資格を喪失した旨

の届出を社会保険事務所（当時）に対し行ったことが認められることか

ら、申立人に係る株式会社ＡのＢ工場における労働者年金保険被保険者

資格の取得日及び喪失日に係る記録を訂正することが必要である。  

  なお、当該期間の標準報酬月額については、昭和 17 年６月から 18 年

３月までの期間は 20 円、同年４月から 19 年２月までの期間は 30 円と

することが妥当である。            

 

２ 申立期間②について、事業主は、申立人が昭和 26 年９月１日に厚生

年金保険被保険者の資格を取得し 27 年１月 16 日に資格を喪失した旨の

届出を社会保険事務所に対し行ったことが認められることから、申立人

に係るＣ社（現在は、株式会社Ｄ）における厚生年金保険被保険者資格

の取得日及び喪失日に係る記録を訂正することが必要である。 

  なお、当該期間の標準報酬月額については、8,000 円とすることが妥

当である。   

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和３年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 17 年６月１日から 19 年３月 17 日まで 

② 昭和 26 年９月１日から 27 年１月 16 日まで 

    申立期間①について、高等小学校を卒業した後、Ｅ地に所在した株式

会社Ａに約２年間勤務したが、同社で勤務した期間の労働者年金保険の

被保険者記録が無いので、調査の上、被保険者期間として認めてほしい。 

申立期間②について、昭和 23 年４月 10 日付けでＦ社に採用となり勤

務し、その後、Ｃ社設立に向けて、その設立準備員として 26 年５月に

Ｆ社からＣ社に派遣され勤務した。そして、26 年９月１日付けでＦ社

職員からＣ社職員に人事異動となり、48 年５月 25 日に退社するまでＣ

社に継続して勤務した。この間、給与から厚生年金保険料を控除されて



                      

  

いたが、申立期間の被保険者記録が無いので、調査の上、被保険者期間

として認めてほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

    １ 申立期間①について、事業所提出の人事記録及び申立人が記憶してい

る勤務実態に係る申立内容から、申立人が申立期間①において株式会社

ＡのＢ工場に勤務していたことが確認できる。 

      一方、申立人と生年月日及び氏名が同一の労働者年金保険被保険者台

帳（旧台帳）によると、株式会社ＡのＢ工場において、労働者年金保険

被保険者資格を昭和 17 年４月１日に取得し 19 年３月 17 日に喪失して

いる申立期間①に合致する記録が確認できる。 

      また、申立人は、申立期間①当時の勤務実態に関する申立てにおいて、

申立人と同姓同名の同僚は勤務していなかった旨供述している上、前述

の労働者年金保険の記録は、基礎年金番号に統合されていない記録とな

っていることが確認できることを踏まえると、当該被保険者記録は、申

立人のものであると認められる。 

      これらを総合的に判断すると、申立人が昭和 17 年４月１日に被保険

者資格を取得した旨の届出（労働者年金保険法は、昭和 17 年１月１日

から同年５月 31 日までが準備期間となり、保険料徴収については同年

６月１日から行われたため、準備期間中に資格取得手続が行われても労

働者年金被保険者資格は同年６月１日からとなる。）及び 19 年３月 17

日に被保険者資格を喪失した旨の届出を事業主が社会保険事務所に行っ

たことが認められる。 

      なお、申立期間①の標準報酬月額については、当該未統合の労働者年

金保険被保険者記録から、昭和 17 年６月から 18 年３月までの期間は

20 円、同年４月から 19 年２月までの期間は 30 円とすることが妥当で

ある。 

 

    ２ 申立期間②について、事業所提出の人事記録及び厚生年金保険被保険

者記録、同僚の供述、申立人が記憶している上司及び同僚の氏名並びに

勤務実態に係る申立内容から、申立人が申立期間②においてＣ社に勤務

していたことが確認できる。 

      一方、Ｃ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿によると、申立

人と生年月日及び氏名が同一、かつ、申立期間②と合致する記録で、厚

生年金保険被保険者資格を昭和 26 年９月１日に取得し 27 年１月 16 日

に喪失している記録が確認できる。 

      また、事業所提出の厚生年金保険被保険者記録によると、申立人がＣ

社において、昭和 26 年９月１日に資格を取得し 27 年１月 16 日に同資



                      

  

格を喪失した記録が確認できる。 

      さらに、申立人は、申立期間②当時の勤務実態に関する申立てにおい

て多数の同僚の名前を挙げているほか、申立期間②において申立人と同

姓同名の同僚は勤務していなかった旨供述している上、事業所及び同僚

照会で回答のあった全員が申立人と同姓同名の社員は勤務していなかっ

た旨供述している。 

      加えて、前述の厚生年金保険の記録は、基礎年金番号に統合されてい

ない記録となっていることが確認できることを踏まえると、当該被保険

者記録は、申立人のものであると認められる。 

      これらを総合的に判断すると、申立人が昭和 26 年９月１日に被保険

者資格を取得した旨の届出及び 27 年１月 16 日に被保険者資格を喪失し

た旨の届出を事業主が社会保険事務所に行ったことが認められる。 

      なお、申立期間②の標準報酬月額については、当該未統合の厚生年金

保険被保険者記録から、8,000 円とすることが妥当である。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 4569 

 

第１ 委員会の結論  

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ株式会社（Ｂ工場）におけ

る資格喪失日に係る記録を昭和 43 年２月１日に訂正し、申立期間の標準

報酬月額に係る記録を２万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

  

第２ 申立の要旨等  

１ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 21 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 43 年１月 28 日から同年２月１日まで 

Ａ株式会社（現在は、Ｃ株式会社）に入社後、Ｄ株式会社（Ａ株式会

社はＤ株式会社の協力工場であった）に隣接する工場（Ｂ工場）へ出向

し、Ｅ地にある本社に帰ったのが昭和 43 年１月前後であった。会社が

事務処理をどのようにしたのか分からないが、Ａ株式会社に継続して勤

務していた。申立期間について厚生年金保険の被保険者として認めてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   事業主の供述、雇用保険の記録、厚生年金基金の記録（事業所による加

入日は昭和 43 年１月１日）及び同僚の被保険者記録から判断すると、申

立人は、Ａ株式会社に継続して勤務し（43 年２月１日に同社Ｂ工場から

同社本社に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、Ｆ基金における当該事業所

加入時である昭和 43 年１月の標準給与額から２万円とすることが妥当で

ある。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は「当時の資料が無く、申立てどおりの届出及び保険料を納付した

かどうかは不明。」と供述しているところ、申立人の厚生年金保険の記録



                      

  

と厚生年金基金の記録が一致しており、厚生年金基金及び社会保険事務所

（当時）の双方が誤って同じ資格喪失日を記録したとは考え難いことから、

事業主が、昭和 43 年１月 28 日を厚生年金保険の資格喪失日として届け、

その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年１月の保険料について納

入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、

その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合

を含む。）、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 



 

  

埼玉国民年金 事案 3806 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成 13 年１月から同年４月までの期間及び 18 年２月から同年

５月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認める

ことはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 昭和 52 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： ① 平成 13 年１月から同年４月まで 

             ② 平成 18 年２月から同年５月まで 

    申立期間①について、会社を辞めた平成 13 年１月ころＡ市Ｂ区役所

に行き国民年金の加入手続をした。その後に郵送されてきた納付書に

よって銀行で保険料を納付した。 

申立期間②について、結婚して平成 18 年２月にＣ市に転居したとき

に市役所に行き、国民年金の加入手続をした。保険料を納付した店舗は

その都度異なるが、Ｄ駅かＥ駅近く又は自宅近くのコンビニエンススト

アで納付した。 

申立期間の保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立人は、会社を辞めた後に国民年金の加入手続をしたと主張してい

るが、申立人は申立期間①及び②の加入手続や保険料納付について具体

的に覚えていないなど、申立人から申立期間①及び②の保険料納付をう

かがわせる事情が得られなかった。 

 

２ 申立期間①については、直後の平成 13 年５月９日に再交付された年

金手帳の国民年金資格得喪記録欄に申立期間①に係る資格得喪の記載が

無い上、申立期間①について 13 年３月及び 14 年８月の２回「勧奨関連

対象者一覧」が作成され、申立人に国民年金の加入勧奨が行われており、

申立期間②についても、18 年４月及び 19 年８月の２回、申立期間①と

同様に「勧奨関連対象者一覧」が作成され、加入勧奨が行われているこ



 

  

とが、オンライン記録により確認でき、申立期間①及び②とも加入手続

が行われなかったと推認され、未加入期間である申立期間①及び②は制

度上保険料を納付できない期間である。 

    また、申立人が、申立期間①及び②の国民年金保険料を納付したこと

を示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間①

及び②の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当た

らない。 

 

３ これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に

判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと

認めることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 3810 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 57 年７月から 60 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 27 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 57 年７月から 60 年３月まで 

    申立期間の国民年金保険料については、昭和 57 年７月にＡ市役所Ｂ

支所（当時）で国民年金の加入手続を私が行い、当該支所の窓口で夫婦

二人分の保険料を毎月現金で私が納付した。申立期間の保険料が未納と

なっていることに納得できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間の国民年金保険料について、昭和 57 年７月にＡ市

役所Ｂ支所で国民年金の加入手続を申立人が行い、当該支所の窓口で夫婦

二人分の保険料を毎月現金で申立人が納付したと申述しているが、納付金

額等に関する申立人の記憶が明確ではなく、Ａ市（現在は、Ｃ市）におい

ては、申立期間当時は３か月ごとの保険料納付であり、毎月納付したとす

る申立人の申述と符合しない上、一緒に納付したとするその夫の保険料も

未納である。 

   また、申立人は、昭和 57 年７月に国民年金の加入手続をした際にＢ支

所の職員から過去２年分の保険料をさかのぼって納付するように勧められ

たと申述しているが、その時点では、申立人の過去２年間は、57 年５月

及び同年６月を除いて国民年金の任意加入期間であり、制度上、保険料を

さかのぼって納付することはできない期間である。 

   さらに、申立人の国民年金手帳記号番号は、当該記号番号前後の被保険

者の資格取得時期から昭和 60 年 10 月ころに払い出されたものと推認され、

その時点では、申立期間のうち、57 年７月から 58 年６月までは時効によ

り納付できない期間であり、引き続く 58 年７月から 60 年３月まではさか

のぼって納付する期間となるが、申立人からはさかのぼって納付したとす



 

  

る申述は得られない上、当委員会においてオンラインの氏名検索等により

調査したが申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡も見当

たらない。 

   加えて、申立人が、申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したことをうかが

わせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 



 

  

埼玉国民年金 事案 3811 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 48 年９月から 52 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 28 年生 

住    所 ： 

                            

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 48 年９月から 52 年３月まで 

亡くなった父から「20 歳になったら、学生でも国民年金に加入しな

いといけない。」と言われ、20 歳になった昭和 48 年＊月ころ、父がＡ

市役所で国民年金への加入手続を行い、保険料を納付していた。申立期

間の納付記録が無いことに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間について、申立人は、20 歳になった昭和 48 年＊月ころ、その

父親がＡ市役所で国民年金への加入手続を行い、保険料を納付していたと

しているが、申立人は、国民年金の加入手続及び保険料の納付に関与して

おらず、申立人の国民年金の加入手続及び保険料納付を行ったとするその

父親は既に他界しており、証言が得られないことから、申立期間における

国民年金の加入手続及び保険料の納付状況が不明である。 

また、申立人は、申立期間当時は学生であり、任意加入であったところ、

申立人が所持する国民年金手帳には、初めて被保険者となった日が昭和

52 年 12 月 26 日と記載されていること、及び国民年金被保険者台帳（旧

台帳）にも、申立人の資格取得日は同じく 52 年 12 月 26 日と記載されて

いることから、申立期間は未加入期間であり、制度上保険料を納付できな

い期間である。 

さらに、申立人の国民年金手帳記号番号は、当該記号番号前後の被保険

者の資格取得時期から、昭和 54 年８月ころに払い出されたものと推認さ

れ、その時点では、申立期間は時効により納付できない期間である上、当

委員会においてオンラインの氏名検索等により調査したが、申立人に別の

国民年金手帳記号番号が払い出された形跡も見当たらない。 



 

  

加えて、申立人が申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（家

計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したことをうかがわせ

る周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 3812 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 57 年７月から 60 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 26 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 57 年７月から 60 年３月まで 

    申立期間の国民年金保険料については、昭和 57 年７月にＡ市役所Ｂ

支所（当時）で国民年金の加入手続を妻が行い、当該支所の窓口で夫婦

二人分の保険料を毎月現金で妻が納付した。申立期間の保険料が未納と

なっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間の国民年金保険料について、昭和 57 年７月にＡ市

役所Ｂ支所で国民年金の加入手続をその妻が行い、当該支所の窓口で夫婦

二人分の保険料を毎月現金でその妻が納付したと申述しているが、納付金

額等に関するその妻の記憶が明確ではなく、Ａ市（現在は、Ｃ市）におい

ては、申立期間当時は３か月ごとの保険料納付であり、毎月納付したとす

るその妻の申述と符合しない上、一緒に納付したとするその妻の保険料も

未納である。 

   また、申立人の国民年金手帳記号番号は、当該記号番号前後の被保険者

の資格取得時期から昭和 60 年 10 月ころに払い出されたものと推認され、

その時点では、申立期間のうち、57 年７月から 58 年６月までは時効によ

り納付できない期間であり、引き続く 58 年７月から 60 年３月まではさか

のぼって納付する期間となるが、その妻からさかのぼって納付したとする

申述は得られない上、当委員会においてオンラインの氏名検索等により調

査したが申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出た形跡も見当たらな

い。 

   さらに、申立人が、申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したことをうかが



 

  

わせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 



 

  

埼玉国民年金 事案 3813 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 42 年５月から同年９月までの期間、43 年６月から 55 年

９月までの期間及び 61 年８月から 62 年９月までの期間の国民年金保険料

については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

住    所 ： 

    

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 42 年５月から同年９月まで 

             ② 昭和 43 年６月から 55 年９月まで  

             ③ 昭和 61 年８月から 62 年９月まで 

私は、市役所からの納付書で納付していたはずなので、申立期間の国

民年金保険料が未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

     １ 申立人は、申立期間の国民年金保険料を市役所から送付された納付

書により納付していたと申し立てているが、保険料納付についての記憶

が明確でないことから保険料の納付状況等が不明である。 

       また、申立人の国民年金手帳記号番号は、その記号番号の前後の被

保険者の資格取得時期から昭和 46 年６月ころに払い出されたと推認さ

れ、その時点からすると、申立期間①及び②のうち 42 年５月から 44 年

３月までは時効により納付することができない期間であり、同年４月か

ら 46 年３月までの期間はさかのぼって納付する期間であるが、申立人

にさかのぼって納付したという記憶は無い上、申立期間②当時の申立人

の元妻の保険料は未納となっている。 

    さらに、申立期間③当時、申立人は、Ａ市（現在は、Ｂ市）に居住し

ていたが、国民年金の住所変更手続を行っていないことから国民年金管

理上の住所はＣ区のままであり、申立人に納付書は届かなかったと推測

される。 

  加えて、申立期間①、②及び③は合計で 167 か月にも及んでおり、か

つ、申立人は、申立期間に４つの異なる市区に居住しており、これだけ



 

  

の長期間にわたる事務処理を複数の行政機関が続けて誤ることは考え難

い。 

 

２  申立期間①、②及び③は、平成 21 年 10 月 29 日に厚生年金保険の記

録が追加されたことによる未納期間であり、記録が追加される時点まで

は申立期間①の始期から申立期間③の終期までは一連の未納期間であっ

たと推認され、記録追加の時点からするといずれの申立期間も時効によ

り保険料を納付することができない期間であると考えられる。 

 

３ 申立人が申立期間①、②及び③の国民年金保険料を納付したことを示

す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付した

ことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 

４ これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に

判断すると、申立人が申立期間①、②及び③の国民年金保険料を納付し

ていたものと認めることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 3816 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 45 年３月から 49 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 45 年３月から 49 年３月まで 

    私が 20 歳になった昭和 45 年に、母が私の国民年金の加入手続をし、

その後の保険料の納付もしていたと母から聞いていた。私の国民年金に

ついての事情を知っている両親は既に他界しており、なぜ 11 か月しか

納付されていないのか分からない。保険料を納付していたはずであるの

で、申立期間が未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立人の母親が申立人が 20 歳になった昭和 45 年から国民年

金に加入し保険料を納付していたことをその母から聞いていたと申し立て

ているが、国民年金の加入手続及び保険料を納付したとするその母及び申

立人の国民年金についての事情を知っていたとするその父は既に他界して

おり、申立人自身は、国民年金の加入手続及び保険料納付に関与していな

いため、国民年金の加入状況及び納付状況が不明である。 

   また、申立人の国民年金手帳記号番号は、その記号番号の前後の被保険

者の資格取得時期から昭和 49 年４月ころ払い出されたと推認され、その

時点からすると、申立期間のうち、45 年３月から 46 年 12 月までの期間

は時効により納付できない期間、47 年１月から 49 年３月までの期間はさ

かのぼって納付する期間となるが、上記のとおり保険料納付状況が不明で

ある上、当委員会においてオンラインの氏名検索等により調査したが、申

立人に別の手帳記号番号が払い出された形跡も見当たらない。 

   さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 



 

  

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 3819 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 36 年４月から 38 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和６年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 36 年４月から 38 年３月まで 

私は、昭和 35 年にＡ市役所から国民年金制度開始の通知が届き、妻

が近所の人たちと相談し夫婦二人分の加入手続をした。 

昭和 36 年４月以降、妻が夫婦二人分の国民年金保険料を毎月集金人

に納付していた。 

申立期間の国民年金保険料が未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 35 年にＡ市役所から国民年金制度開始の通知が届き、

その妻が近所の人たちと相談し夫婦二人分の国民年金の加入手続をし、36

年４月以降は集金人に夫婦二人分の保険料を毎月納付していたと申し立て

ている。しかしながら、申立人の国民年金手帳記号番号は前後の任意加入

被保険者の資格取得日から 38 年９月ころに夫婦連番で払い出されている

と推認されることから、同時期に加入手続をしたと考えられ、その時点で

は申立期間のうち 36 年４月から同年６月までの期間は時効により保険料

を納付できない期間であり、同年７月から 38 年３月までの期間は保険料

をさかのぼって納付することができる期間であるが、保険料を納付してい

たとするその妻は、保険料をさかのぼって納付した記憶は無いと断言して

いる。 

また、申立人夫婦と一緒に国民年金に加入し、同じ集金人に国民年金保

険料を納付していたと申立人が述べている知人（Ｂ）は、その国民年金手

帳記号番号が申立人夫婦と数番違いで申立人と同時期の昭和 38 年９月こ

ろに払い出されていると推認され、オンライン記録では申立期間の保険料

が未納となっていることが確認できる上、当該知人も保険料をさかのぼっ



 

  

て納付したことに関する記憶は無い。さらに、もう一人の知人（Ｃ）は、

オンライン記録によると 36 年４月から国民年金保険料が納付済みである

ものの、その国民年金手帳記号番号は前後の被保険者の資格取得日から

35 年 10 月から 36 年４月までに払い出されたと推認され、その番号は申

立人の国民年金手帳記号番号よりも約１万 6,000 番前の番号であることか

らも、加入手続の時期が申立人と大きく異なることは明らかである。 

さらに、申立人は、申立人が所持する年金手帳の「初めて被保険者とな

った日」が「昭和 35 年 10 月１日」と記載されていることをもって、国民

年金制度発足当初に国民年金の加入手続を行ったと主張しているが、この

「初めて被保険者となった日」は、加入手続時期にかかわらず、強制加入

期間の初日まで遡及
そきゅう

して記載されることから、加入手続日を特定するもの

ではない。 

加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

このほか、申立事案の口頭意見陳述においても、申立人が行ったとする

国民年金の加入手続や申立期間の保険料の納付を裏付ける事情を酌み取ろ

うとしたが、具体的な新しい証言や証拠を得ることができなかった。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 3820 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 36 年４月から 38 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 10 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 36 年４月から 38 年３月まで 

私は、昭和 35 年にＡ市役所から国民年金制度開始の通知が届き、近

所の人たちと相談し夫婦二人分の加入手続をした。 

昭和 36 年４月以降、夫婦二人分の国民年金保険料を毎月集金人に納

付していた。 

申立期間の国民年金保険料が未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 35 年にＡ市役所から国民年金制度開始の通知が届き、

近所の人たちと相談し夫婦二人分の国民年金の加入手続をし、36 年４月

以降は集金人に夫婦二人分の保険料を毎月納付していたと申し立てている。

しかしながら、申立人の国民年金手帳記号番号は前後の任意加入被保険者

の資格取得日から 38 年９月ころに夫婦連番で払い出されていると推認さ

れることから、同時期に加入手続をしたと考えられ、その時点では申立期

間のうち 36 年４月から同年６月までの期間は時効により保険料を納付で

きない期間であり、同年７月から 38 年３月までの期間は保険料をさかの

ぼって納付することができる期間であるが、申立人は、保険料をさかのぼ

って納付した記憶は無いと断言している。 

また、申立人夫婦と一緒に国民年金に加入し、同じ集金人に国民年金保

険料を納付していたと申立人が述べている知人（Ｂ）は、その国民年金手

帳記号番号が申立人夫婦と数番違いで申立人と同時期の昭和 38 年９月こ

ろに払い出されていると推認され、オンライン記録では申立期間の保険料

が未納となっていることが確認できる上、当該知人も保険料をさかのぼっ

て納付したことに関する記憶は無い。さらに、もう一人の知人（Ｃ）は、



 

  

オンライン記録によると 36 年４月から国民年金保険料が納付済みである

ものの、その国民年金手帳記号番号は前後の被保険者の資格取得日から

35 年 10 月から 36 年４月までに払い出されたと推認され、その番号は申

立人の国民年金手帳記号番号よりも約１万 6,000 番前の番号であることか

らも、加入手続の時期が申立人と大きく異なることは明らかである。 

さらに、申立人は、申立人が所持する年金手帳の「初めて被保険者とな

った日」が「昭和 35 年 10 月１日」と記載されていることをもって、国民

年金制度発足当初に国民年金の加入手続を行ったと主張しているが、この

「初めて被保険者となった日」は、加入手続時期にかかわらず、強制加入

期間の初日まで遡及
そきゅう

して記載されることから、加入手続日を特定するもの

ではない。 

加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

このほか、申立事案の口頭意見陳述においても、申立人が行ったとする

国民年金の加入手続や申立期間の保険料の納付を裏付ける事情を酌み取ろ

うとしたが、具体的な新しい証言や証拠を得ることができなかった。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 



 

  

埼玉国民年金 事案 3821（事案 1761 及び 3220 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 49 年３月から 50 年 12 月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 12 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 49 年３月から 50 年 12 月まで 

私は、申立期間について、妻と二人分の国民年金保険料を近所の集金

人及びＡ金庫で毎月納付していた。 

申立期間の国民年金保険料が未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、申立人は、その前妻が近所の集金人

に国民年金保険料を納めていたと申し立てているが、申立人が当時居住し

ていたＢ区では民間の集金人による保険料徴収を行っていない上、申立人

自身は保険料の納付に関与しておらず、その前妻も既に他界していること

から、保険料の納付状況等は不明であり、また、特例納付を行った事実も

確認できないとして、既に当委員会の決定に基づく平成 21 年３月 30 日付

け年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

また、申立人は、毎月自宅に訪れる近所の集金人にその前妻が国民年金

保険料を納付していた記憶があると主張して、再申立てを行っているが、

申立人の主張は当委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情とは認めら

れず、そのほかに当委員会の当初の決定を変更すべき事情も見当たらない

として、平成 22 年６月２日付け年金記録の訂正は必要でないとする通知

が行われている。 

今回、申立人は、昭和 45 年か 46 年ころからは、毎月自宅に訪れる近所

の集金人にその前妻が国民年金保険料を納付し、その後、途中からは、勤

務していた店の客であるＡ金庫の職員に勧められ、同金庫で毎月夫婦二人

分の国民年金保険料を申立人が納付していたと主張しているが、Ｂ区では

45 年７月から納付書納付方式を採用し、同区内の金庫で保険料を納付す



 

  

ることは可能であったと推認できるものの、これは委員会の当初の決定を

変更すべき新たな事情とは認められず、そのほかに委員会の当初の決定を

変更すべき事情は見当たらないことから、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 3823 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 44 年２月から 48 年 12 月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 14 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 44 年２月から 48 年 12 月まで 

    厚生年金保険に未加入の会社に転職した昭和 44 年２月ころ、妻がＡ

区役所Ｂ出張所で夫婦二人分の国民年金の加入手続をしてくれた。保険

料についても、妻が夫婦二人分を、送られてきた納付書に現金を添えて

同出張所かＣ郵便局で納付していたはずなので、申立期間の保険料が未

納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、厚生年金保険に未加入の会社に転職した昭和 44 年２月ころ

にその妻がＡ区役所Ｂ出張所で国民年金の加入手続をし、保険料もその妻

が同出張所かＣ郵便局で納付していたと主張しているが、申立人が所持す

る国民年金手帳には「昭和 49 年６月 21 日発行」と記載されており、その

発行時点では、申立期間のうち 44 年２月から 47 年３月までの期間は時効

により納付できず、同年４月から 48 年 12 月までの期間はさかのぼって納

付する期間となるが、その妻は、さかのぼって納付した記憶は無いと供述

している上、当委員会においてオンラインの氏名検索等により調査したが、

申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡もうかがわれない。 

   また、申立人は、申立人が所持する国民年金手帳の「資格取得」が「昭

和 44 年２月１日」と記載されていることをもって、当該日に国民年金の

加入手続を行ったと主張しているが、この「資格取得」は、加入手続時期

にかかわらず、強制加入期間の初日を遡及
そきゅう

して記載するものであることか

ら、加入手続日を特定するものではない。 

   さらに、申立人の妻が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す

関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したこと



 

  

をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   加えて、申立事案の口頭意見陳述においても、申立人の妻が行ったとす

る国民年金加入手続や申立期間の保険料の納付を裏付ける事情を酌み取ろ

うとしたが、具体的な新しい証言や証拠を得ることができなかった。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 



  

埼玉厚生年金 事案 4528 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 昭和 53 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 平成 12 年４月 20 日から 13 年２月１日まで 

    平成 12 年４月 20 日から株式会社Ａに派遣社員として勤務していたが、

申立期間の厚生年金保険の記録が欠落しているので同期間を被保険者期

間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 雇用保険の被保険者記録、事業主の回答、派遣先事業所の回答、申立

人提出の預金通帳の入金記録等から判断すると、申立人が申立期間におい

て株式会社Ａに派遣社員として勤務していたと認められる。 

しかしながら、株式会社Ａでは、同社における申立人の社会保険の資格

期間に関する記録によると、厚生年金保険の被保険者資格取得日が平成

13 年２月１日（オンライン記録と同じ被保険者資格取得日）となってい

ることから、申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格取得届及び厚生年

金保険料控除を行っていないとしている上、同社で派遣社員として勤務し

たとする複数の同僚は、同社では数か月の試用期間後に厚生年金保険に加

入させていたと供述している。 

また、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は確認できない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 4529 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 10 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 43 年 12 月１日から 44 年 12 月 31 日まで 

  Ａ株式会社に勤務した申立期間は、厚生年金保険の被保険者記録が無

いので、当該期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

複数の同僚から、期間の特定はできないものの、申立人がＡ株式会社に

勤務していたとの供述が得られたが、商業登記簿によると、Ａ株式会社は

既に解散し、解散時の事業主及び解散当時の同社の親会社であるＢ株式会

社では、申立期間当時の厚生年金保険適用関係資料は保存されておらず、

申立人の厚生年金保険の加入及び厚生年金保険料の控除については不明と

しており、申立期間当時の事業主も他界し申立内容に関して確認すること

ができない上、同僚からも申立人の申立期間に係る保険料の事業主による

給与からの控除について供述を得ることができない。 

また、適用事業所名簿によると、Ａ株式会社が厚生年金保険の適用事業

所となったのは、申立期間の途中の昭和 44 年１月 11 日である。 

さらに、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の給与からの控除

について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 4530 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 31 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 52 年３月 18 日から 53 年１月１日まで 

Ａ区にあった株式会社Ｂに勤務していた申立期間について厚生年金保

険被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の知人が申立人の勤務先として申立期間当時書き留めたとするメ

モには、申立人主張の勤務先名が記載されている上、商業登記簿によると、

株式会社Ｂ（平成 18 年７月＊日に株式会社Ｃに商号変更）がＡ区で登記

されており、同社の元代表取締役（18 年５月８日付けで退任）の氏名に

ついて、申立人は、申立期間当時の社長の名前であるとしていることから、

期間の特定はできないものの、申立人が、申立期間当時、株式会社Ｂに勤

務していたことがうかがえる。 

しかしながら、日本年金機構Ｄ事務センターでは、適用事業所名簿にお

いてＡ区に株式会社Ｂが確認できないとしており、オンライン記録におい

ても、Ａ区に株式会社Ｂ及び株式会社Ｃが厚生年金保険の適用事業所であ

ったことは確認できない。 

また、申立事業所から申立内容に関する照会に対し、回答を得られない

上、申立人は同僚の氏名を覚えておらず、上記のとおり、申立事業所が適

用事業所として確認できないことから、事業主及び同僚から申立人の申立

期間に係る厚生年金保険料の給与からの控除について供述を得られない。 

さらに、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無い。 



  

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 



  

埼玉厚生年金 事案 4532 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 41 年３月 25 日から同年７月 29 日まで 

    中学校を卒業と同時にＡ社に就職した。給与明細書において厚生年金

保険料が控除されていたのを見たので、申立期間に厚生年金保険の被保

険者であったと認めてほしい。  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立事業所の事業主は、会社は解散しており、申立期間当時の厚生年金

保険関係資料は保管していないが、申立期間当時、中学校を卒業して入社

した者については、３か月から４か月ほど様子をみるために、厚生年金保

険に加入させなかったかもしれないと供述している上、申立期間より前に、

中学校を卒業後当該事業所に入社し、申立期間の前に厚生年金保険の被保

険者資格を取得している同僚は、入社したとする日から被保険者資格取得

日まで３年以上の期間がある。 

   なお、申立事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票の申立期間

に申立人の氏名は確認できない上、健康保険証番号に欠番も無い。 

また、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無い。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の給与からの控除に

ついて確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



  

埼玉厚生年金 事案 4533 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 11 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 27 年２月９日から 30 年２月 27 日まで 

             ② 昭和 30 年３月１日から 31 年 11 月１日まで 

    社会保険庁（当時）の記録では、申立期間①及び②は脱退手当金を受

けていることになっているが、私は脱退手当金を請求しておらず受給も

していないので記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の厚生年金保険被保険者台帳には、申立期間を算定の基礎として

脱退手当金が支給されたことが記載されている上、その支給額に計算上の

誤りは無いなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

また、当該脱退手当金の支給決定当時は通算年金制度創設前であり、昭

和 44 年８月まで厚生年金保険の加入歴が無い申立人が脱退手当金を請求

することに不自然さはうかがえない。 

 さらに申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当

金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

 これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 



  

埼玉厚生年金 事案 4536 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 45 年１月 28 日から同年５月１日まで 

    日本年金機構の記録では、Ａ株式会社の厚生年金保険の被保険者期間

は、昭和 45 年５月１日からとなっているが、45 年１月 28 日から正社

員として勤務したので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として

認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間においてＡ株式会社に勤務していたと申し立ててい

るが、当該事業所の事業主は、「申立人の氏名は記憶しているが、当時の

関連資料はその後火災の被害及び倒産したため無く、担当の妻も亡くなっ

ているため不明。」と回答しており、申立ての事実を確認することができ

ない。 

   また、申立人は、同僚等の氏名は不明としており、申立期間に勤務して

いた同僚二人に照会したところ、当該二人は、「40 年以上前のことなの

で、申立人のことは記憶に無い。」と供述している。 

   さらに、当該事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿に、申立

人の申立期間に係る厚生年金保険の被保険者記録は無く、前後の期間の健

康保険証の整理番号に欠番も無い。 

   加えて、申立人が申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていた事実を確認できる給与明細書等の関連資料は見当たらない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 4537 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 55 年１月 12 日から 58 年５月１日まで 

Ａ株式会社に昭和 55 年１月 12 日から 58 年４月ころまで勤務した。

その間厚生年金保険料を給与から控除されていたが、厚生年金保険の加

入記録が無い。業務委託契約書と昭和 57 年１月度の給与明細書を所持

しているので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が提出した業務委託契約書の内容は、「業務代行を約し契約内容

を履行した場合、所定の報酬を支払う。」となっており、申立人は、Ａ株

式会社と請負契約を取り交わしたことが確認できる。 

また、Ａ株式会社は、「申立人と当社は請負契約を交わしている。雇用

契約は結んでおらず申立人に係る社会保険（健康保険、厚生年金保険）及

び雇用保険の被保険者の資格取得は行っておらず、保険料も控除していな

い。」と回答している。 

さらに、前の事業主で当時の常務取締役及び同僚の一人は、「申立人は、

請負契約者であり、Ｂ担当であり、会社に毎日出入りしていたが、Ａ株式

会社と雇用契約を結んでいる社員ではなかった。」と供述している。 

加えて、申立人が提出した昭和 57 年１月度の給与明細書は、縦型の手

書き用紙で会社名や人事担当者等の押印が無く、基本給、残業手当、健康

保険料、厚生年金保険料、雇用保険料等と源泉税は０円と記載されている

が、当時の社会保険担当の専務取締役は、「当時の給与明細書は市販の横

型の帯状のものであり項目は印刷されていた。また、源泉税は必ず控除し

ていた。縦型の手書き用紙は使用したことが無く、申立人の提出した給与



  

明細書は当社のものではない。」と供述している上、上記の専務取締役が

提出した当時の給与明細書と申立人が提出した給与明細書は形状等が明ら

かに異なる。また、前の事業主及び複数の同僚も同様な供述をしている。 

なお、当該給与明細書に記載された厚生年金保険料額である２万 9,837

円は、当時の最高標準報酬月額 41 万円から算出される厚生年金保険料で

ある２万 1,730 円と比較して 8,000 円以上も高い上、上記供述を踏まえる

と、本給与明細書により、当該事業所が申立期間に係る厚生年金保険料を

控除していた事情はうかがえない。 

また、申立期間のうち、昭和 55 年４月から 56 年３月までの期間及び

57 年４月から 58 年４月までの期間は、国民年金の申請免除期間の記録が

存在する。 

 このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確

認できるその他の関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 



  

埼玉厚生年金 事案 4538（事案 2314 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

    

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和５年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 26 年７月１日から 28 年１月３日まで 

             ② 昭和 33 年 10 月１日から 34 年 11 月２日まで 

             ③ 昭和 35 年５月１日から 36 年５月１日まで 

             ④ 昭和 36 年５月 26 日から同年７月１日まで 

    昭和 26 年７月１日にＡ株式会社（申立期間①及び②）に勤務、次に

34 年 11 月２日から有限会社Ｂ（申立期間③）に勤務、さらに 36 年５

月１日から株式会社Ｃに連続して勤務しており、健康保険は切れたこと

が無いはずである。社会保険庁（当時）の記録ではすべての申立期間の

記録が無い。申立期間①、②及び③を前回申立てを行ったが認められな

かったので納得できず再申立てをする。すべての申立期間を厚生年金保

険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 前回の申立てにおける申立期間①のＡ株式会社については、既に厚生

年金保険の適用事業所でなくなっており、当時の事業主も亡くなってい

る上、申立期間①において被保険者であり所在の確認ができた同僚がい

ないため同僚の供述が得られず、申立人の申立期間①当時の勤務状況及

び保険料控除が確認できないこと、申立期間②及び③については、有限

会社Ｂは既に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、当時の事

業主も亡くなっていることから、申立人の両申立期間当時の勤務実態及

び厚生年金保険の適用状況について確認することができない上、当時の

同僚一人の供述から、期間の特定はできないものの申立人が申立期間③

に勤務していたことは推認できるが、申立人の勤務形態や雇用形態及び

厚生年金保険の保険料の控除について供述を得ることができないことな



  

どから、既に当委員会の決定に基づく平成 22 年１月７日付け年金記録

の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

 

２ 今回の申立ては、申立期間①については、Ａ株式会社に前回申立てよ

り５か月早い昭和 26 年７月１日から勤務していたとしており、申立期

間②については、前回は有限会社Ｂの勤務としていたがＡ株式会社勤務

であり、期間も継続して勤務していたとしている。 

しかし、申立期間①及び②において、新たに所在を確認できた同僚の

二人に照会したものの、一人は病気で回答が得られず、もう一人は申立

人の記憶が無いとしており、新たな勤務実態や厚生年金保険料控除に係

る供述が得られない。 

また、申立期間③について、申立人は、前回の申立期間より２か月間

延長し昭和 36 年５月１日まで有限会社Ｂに勤務していたとしているも

のの、新たな同僚等も見当たらず、勤務実態や厚生年金保険料控除につ

いて新たな調査ができない。 

さらに、申立人からは、そのほかに新たな資料の提出は無く、従来の

主張を繰り返すのみであることから、委員会の当初の決定を変更すべき

事情とは認められない。 

 

３ 申立期間④について、今回、新たに昭和 36 年５月 26 日から同年７月

１日まで株式会社Ｃにおいて厚生年金保険被保険者であったと申し立て

ているところ、当時の被保険者であって所在の確認できた同僚７人に照

会し５人から回答があり、そのうちの同僚一人から期間は特定できない

が申立人は勤務していたとの供述が得られたものの、厚生年金保険料の

控除については不明としている上、ほかの４人はいずれもが申立人につ

いて記憶が無いとしており、申立人の厚生年金保険料控除について確認

ができない。 

また、当時の事業主は既に死亡しており、申立人の申立期間④に係る

当時の勤務実態及び厚生年金保険の適用状況について確認することがで

きない。 

さらに、申立人の申立期間④に係る株式会社Ｃの健康保険厚生年金保

険被保険者名簿及び健康保険厚生年金保険被保険者原票は、健康保険証

番号が連番となっており欠番は無い。 

 

４ このほか、申立人のすべての申立期間に係る厚生年金保険料の控除に

ついて確認できる給与明細書等も無く、その他の関連資料及び周辺事情

は見当たらない。 

 



  

５ これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、すべての申立期間に係る厚生年

金保険料を各事業主により給与から控除されていたことを認めることは

できない。 



  

埼玉厚生年金 事案 4539（事案 3000 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 36 年７月から 38 年 12 月まで 

    社会保険庁（当時）に厚生年金保険の加入記録について照会したとこ

ろ、Ａ社に勤務した昭和 36 年７月から 38 年 12 月までの期間が 30 か月

空白となっている。申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めて

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、申立人がＡ社における同僚の氏名を

記憶しており、同事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿に記載

されている同僚の氏名と一致している上、複数の同僚から申立人がＢ担当

として同事業所に勤務していた旨の供述を得られたことから、申立人が同

事業所に勤務していたことが推認できるものの、勤務期間について確認す

ることができないこと、事業主が、「申立人は、申立期間どおりの勤務期

間であり、厚生年金保険料を控除し、社会保険事務所（当時）に資格取得

の届出及び納付をしていた。」と供述しているものの、上記被保険者名簿

の健康保険被保険者整理番号に欠番が無い上、申立人と同様に縁故によら

ない複数の同僚の氏名も見当たらないことから、事業主の供述には信 憑
ぴょう

性が認められないことなどから、既に当委員会の決定に基づく平成 22 年

４月 28 日付け年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

申立人は、勤務実態の証拠として９人の同僚（アルバイトであったと供

述する同僚を除く）の名前を挙げているが、Ａ社に係る健康保険厚生年金

保険被保険者名簿には、当該同僚９人のうち４人（事業主及び事業主の縁

戚関係者を除くと、６人のうち二人）のみ記載されており、申立期間にお

いて同事業所における被保険者記録を有する同僚が挙げた事業主の縁戚関



  

係者を除く同僚７人のうち、同名簿に記載されている同僚は二人のみであ

ることから、事業主は、当時、一部の従業員についてのみ厚生年金保険の

加入手続を行ったものと考えられる。 

なお、申立人は、「申立期間において、政府管掌健康保険の被保険者と

してＣ院に通院していた。」と主張しているが、同院は、申立期間におけ

る診療記録を保管しておらず、ほかに、申立人が申立期間において政府管

掌健康保険の被保険者であったことを確認できる関連資料は見当たらない。 

これらは当委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情とは認められず、

そのほかに当委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらない

ことから、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはでき

ない。 



  

埼玉厚生年金 事案 4540 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者としてその主張す

る標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 昭和 57 年３月から同年９月まで 

    Ａ社（現在は、株式会社Ｂ）に勤務したが、年金事務所の記録では、

同社Ｃ支店で昭和 57 年２月に標準報酬月額 32 万円であったものが、同

社Ｄ支店に転勤後の同年３月から同年９月まで、26 万円に下がってい

る。私は入社してから給与は減額されたことはなく、記録が間違ってい

ると思うので標準報酬月額を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社Ｄ支店に係る申立人の健康保険厚生年金保険被保険者原票によると、

申立人が昭和 57 年３月 15 日に当該事業所において厚生年金保険被保険者

資格を取得した時の標準報酬月額は 26 万円、及び同年 10 月は 36 万円と

記録されていることが確認できるところ、当該原票には標準報酬月額を訂

正した形跡は見られない。 

また、Ｅ組合提出の被保険者被扶養者資格台帳簿によれば、申立人が申

立期間に当該事業所で資格を取得した時の標準報酬月額は 26 万円である。 

さらに、申立人は、給与を減額されたことがないのに標準報酬月額が下

がるのは疑義であるとしているが、株式会社Ｂの人事部は、「異動に伴い、

時間外手当の見込額が異動前の実績額と比べて低い場合等は、標準報酬月

額が異動前に比較し減少することは考えられる。」と回答しているところ、

申立人が当該事業所に転勤する前に所属していた同社Ｃ支店に申立人と同

時に入社した男子３人を調査した結果、共に同支店を転勤後に転勤前に比

べて低い標準報酬月額で資格を取得している。また、当該事業所に申立期

間前後の昭和 54 年７月から 59 年３月までに転勤してきた男子の資格取得



  

者の中には、転勤前に比べて低い標準報酬月額で資格を取得している者が

８人いることが確認できる。 

このほか、申立期間において、申立人が主張する標準報酬月額に見合う

保険料の控除を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立期間について申立人がその主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

    



  

埼玉厚生年金 事案4541 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①について、厚生年金保険被保険者として厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

また、申立人は、申立期間②及び③に係る脱退手当金を受給していない

ものと認めることはできない。 

    

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和６年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和32年４月から36年まで 

             ② 昭和56年４月21日から57年５月31日まで 

             ③ 昭和58年５月１日から平成３年５月21日まで 

    年金事務所の記録では、申立期間①のＡ社Ｂ所での厚生年金保険の加

入記録が無い。また、申立期間②のＣ株式会社と申立期間③の有限会社

Ｄに勤務した期間が脱退手当金として支給された記録となっているが、

受け取った記憶は無いので、調査して各申立期間を厚生年金保険の被保

険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①については、申立人が所持している身分証明書から期間の

特定はできないものの、申立人が申立期間①にＡ社Ｂ所で勤務していた

ことは推認できる。  

しかしながら、オンライン記録によると、当該事業所について、厚生

年金保険の適用事業所としての記録は見当たらず、また、法務局で当該

事業所名の法人登記は見当たらないところ、当該事業所と同じ住所で申

立人が記憶している事業主名と１字違いの代表取締役名の株式会社Ｅが

確認できることから、申立事業所は同社であったものと考えられるもの

の、同社は昭和41年２月＊日に設立及び登記されている上、厚生年金保

険の適用事業所としての記録も確認できない。 

また、申立人は、同僚の名前を記憶していないことから、保険料控除

について供述を得ることができない。 



  

さらに、申立人が申立期間①の厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料も無い。 

このほか、申立人の申立期間①における厚生年金保険料の控除につい

て確認できる関連資料及び周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

２ 申立人は、申立期間②及び③に係る脱退手当金請求書を提出した憶
おぼ

え

も無く、脱退手当金は受給していないとしているが、オンライン記録に

よれば、申立人の脱退手当金支給は申立人が60歳に達した後の平成４年

２月21日とされており、脱退手当金受給申出書は３年12月19日付けでＦ

社会保険事務所（当時）に提出されていることが確認できる。 

また、脱退手当金裁定請求書をみると、申立人の記名及び押印がされ

ており、記載内容に疑義は認められない上、脱退手当金支給額に計算上

の誤りは無いなど、受付から支給決定されるまでの一連の事務処理に不

自然さはうかがえない。 

さらに、申立人への脱退手当金の支給方法をみると、申立人の当時の

住所地に近いＧ銀行Ｈ支店の申立人名義の預金口座に振り込まれている

ことが確認できる。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、

申立期間②及び③に係る脱退手当金を受給していないものと認めること

はできない。 

 



  

埼玉厚生年金 事案 4542 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和７年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨  

申 立 期 間 ： 昭和 29 年２月２日から 31 年８月 24 日まで 

昭和 28 年１月 16 日から 32 年１月 30 日までＡ株式会社に勤務した期

間のうち、29 年２月２日から 31 年８月 24 日までの厚生年金保険被保

険者としての記録が無いことが分かった。保険料控除についての記憶は

無いが、この期間も継続して勤務していたことは確かなので、欠落して

いる年金記録を回復してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ株式会社において、当初はＢ契約としてＣ業務に携わって

いたが、昭和28年１月16日からは社員に採用されて、32年１月30日に退職

するまで継続して勤務していたにもかかわらず、申立期間の厚生年金保険

被保険者としての記録が無いと主張している。 

しかしながら、Ａ株式会社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿に

より確認された同僚で、事情照会に対して回答のあった４人のうち、昭和

31年６月10日及び32年６月20日に被保険者資格を取得している二人につい

ては、一人は入社から３年ほど、一人は17か月ほどの厚生年金保険に未加

入の期間があったと供述している上、申立人が申立期間当時にＤ県から集

団就職して来た同僚として名を挙げた４人のうち３人については、当該被

保険者名簿に見当たらないことから、同社における厚生年金保険の加入に

ついての取扱いは、一律ではなかったことがうかがえる。 

また、前述の回答のあった４人の同僚も申立人を知らないとしており、

申立人が名を挙げた同僚のうち健康保険厚生年金保険被保険者名簿で確認

のできた二人については、一人は死亡し、一人は連絡先が不明である上、

Ａ株式会社は昭和29年３月＊日に解散し、オンラインの記録から同じ適用



  

事業所として事業が引き継がれたことが認められる株式会社Ｅも、59年12

月＊日に休眠会社として解散しており、同社の解散時の代表取締役は他界

しているため、申立期間当時の事情を確認することができない。 

さらに、申立人に係る厚生年金保険被保険者台帳及びＡ株式会社に係る

健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿の申立期間に係る記録はオン

ラインの記録と一致しており、このほか、申立人の申立期間における厚生

年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらな

い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 4545 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 大正 13 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 24 年４月ころから 27 年１月ころまで 

    主人が亡くなり、25 年たって遺品を整理していたら、昭和 24 年４月

から 27 年１月までＡ市のＢ株式会社に在籍していたことが記載された

履歴書の下書きが見つかった。 

この期間の厚生年金保険の被保険者記録が無いので、調査の上、被保

険者期間として認めてほしい。 

 （注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正を

求めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が記載したと推認される自身の履歴書の下書きから、申立人が申

立期間当時にＢ株式会社に勤務していたことがうかがえるものの、同社は

既に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、事業主も不明である

ことから、申立人の申立期間に係る勤務実態については確認することがで

きない。 

また、Ｂ株式会社に勤務していた同僚について、連絡の取れた３人のう

ち二人から供述を得ることができ、うち一人は、「当時、会社全体の人数

は 15 人くらいと小規模で、本社事務所と工場の２か所に就業場所があっ

たが、自分は、本社そばの宿舎から 30 分掛けての工場勤務であり、本社、

宿舎、工場のすべてに申立人はいなかった。」とし、うち一人は、「自分

が働いていた期間の同僚は今でも思い出せるが、申立人のことは分からな

い。」と供述している。 

さらに、Ｂ株式会社に係る申立人の申立期間における勤務実態、保険料

控除について、申立人の兄弟姉妹も既に亡くなっていることから、当時の



  

詳細について確認することができない。 

加えて、Ｂ株式会社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿には、申

立期間及びその前後の期間に申立人の氏名は見当たらず、健康保険の整理

番号にも欠番は無い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 



  

埼玉厚生年金 事案 4546 

 

第１ 委員会の結論 

    申立期間①について、申立人は、厚生年金保険被保険者として、その主

張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたと認めることはできない。 

    申立期間②について、申立人は、厚生年金保険被保険者として厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 60 年４月１日から 62 年 10 月 31 日まで 

             ② 昭和 62 年 10 月 31 日から 63 年１月１日まで 

    ねんきん定期便によりＡ株式会社に勤務していた期間のうち、申立期

間①について、標準報酬月額が 30 万円のはずが９万 8,000 円と実際の

給料に比べ低い額で記録されていることを知った。自分が経理担当役員

であり標準報酬月額の減額訂正の手続はしていない。上記期間について、

調査の上、正しい標準報酬月額に訂正してほしい。 

また、同事業所における被保険者資格の喪失日は昭和 62 年 10 月 31

日となっているが、事業所は同年 12 月末ころまで営業していたはずだ。

間違いなく勤務していたので、資格喪失日の記録を 63 年１月１日に訂

正してほしい。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、健康保険厚生年金保険被保険者原票における申

立人の申立期間に係る標準報酬月額は、昭和 60 年４月１日の随時改定

で 30 万円から９万 8,000 円に減額改定され、同年 10 月及び 61 年 10 月

の定時決定においても９万 8,000 円と記録されており、さかのぼった訂

正等の不自然な処理の形跡は見当たらない。 

また、Ａ株式会社は昭和 62 年 10 月 31 日に適用事業所ではなくなっ

ており、経理担当役員であり社会保険を担当していた申立人は、「賃金

台帳等及び社会保険に関連する資料は、自分が担当していたが、すべて



  

処分したので何も残っていない。」と供述している上、申立期間に被保

険者資格がある同僚は一人いるものの、連絡が取れず、申立人の主張す

る標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を給与から控除されていた事実

をうかがわせる供述は得られない。 

さらに、申立人は、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことを確認できる関連資料を

保管しておらず、このほか、申立人の申立期間において、申立人が主張

する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料の控除について確認できる関

連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が申立期間において厚生年金保険被保険者として、その主張する

標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたと認めることはできない。 

 

２ 申立期間②について、オンライン記録ではＡ株式会社は昭和 62 年 10

月 31 日付けで適用事業所ではなくなっており、当該期間は厚生年金保

険の適用事業所ではないことが確認できる。 

  また、申立人は、「事業所が倒産した昭和 63 年１月ころまで、社員

が数人勤務していたはずだ。５人の名前は記憶している。」と具体的な

名前を挙げて供述しているところ、オンライン記録及び当該事業所に係

る健康保険厚生年金保険被保険者原票では、当該同僚のうち３人は 60

年２月 14 日に、残る二人は同年３月１日にそれぞれ被保険者資格を喪

失している。なお、当該同僚３人は、資格喪失日と同日付けで国民年金

に加入しており、保険料納付済期間として記録されていることが確認で

きる。 

  さらに、そのうちの一人は、「時期ははっきり記憶にないが、資格喪

失後も会社が倒産するまで働いていた。自分以外にも同じように働いて

いた同僚３人の名前を記憶している。」と供述しているところ、当該３

人の同僚の氏名と申立人の記憶している社員の氏名は一致しており、申

立人の供述どおりであることが確認できるものの、当該同僚は、資格喪

失後の保険料控除については「国民年金に加入したので、厚生年金保険

料は給与から控除されていなかった。」と供述している。 

  加えて、申立人は、当該期間における厚生年金保険料の控除を確認で

きる給与明細書や賃金台帳等の関連資料を保管していない。 

  このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について

確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

  これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を



  

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 4547 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 36 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 55 年 12 月 31 日から 56 年１月１日まで 

昭和 55 年５月株式会社Ａ（現在は、株式会社Ｂ）に入社し、Ｃ所を

経てＤ所に勤務した。同年 12 月末日付けで退職届を出し退職したが、

同月 31 日は同所の全員が休みだった。月末退職なので資格喪失日は 56

年１月１日のはずである。調べて厚生年金保険の被保険者記録を訂正し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、株式会社Ａに昭和 55 年 12 月 30 日まで勤務していたが、退

職願は同月 31 日付けで提出していたので、退職日は同日であると申し立

てているが、株式会社Ｂは当時の資料は無く、申立人の厚生年金保険の資

格喪失に係る届出日、申立期間の厚生年金保険料の控除及び納付について

は不明としている上、申立人が当初勤務したＣ所の上司は、「１つ１つの

細かい記憶は無いが、当時は最後の勤務日を退社日にしていた記憶があ

る。」と供述している。 

また、申立人は、Ｄ所の上司については姓のみで名を覚えておらず、同

僚の氏名の記憶も無いため、上司及び同僚の特定と照会ができず、申立人

と同時期に勤務していた同僚に照会するも、申立人の勤務状況について具

体的な供述を得ることができなかった。 

さらに、申立人の雇用保険の被保険者記録の離職日は、昭和 55 年 12 月

30 日となっており、当該事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名

簿でも、申立人の資格喪失日は同月 31 日となっている。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 



  

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

                                         



  

埼玉厚生年金 事案 4548 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 57 年 12 月４日から 61 年３月 16 日まで 

    申立期間は株式会社Ａ（現在は、株式会社Ｂ）のＣ店に勤務していた

が、厚生年金保険の加入記録が無い。給与明細書を提出するので、申立

期間において被保険者であったことを認めてほしい。 

      

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された申立期間の一部に係る給与明細書及び雇用保険の

被保険者記録から、申立人が申立期間において、株式会社Ａに勤務してい

たことは認められる。 

しかしながら、申立人から提出された申立期間の一部に係る給与明細書

及び昭和 59 年源泉徴収票には厚生年金保険料控除額の記載が無い上、株

式会社Ｂに照会したところ、申立人の厚生年金保険被保険者期間は、昭和

61 年３月 16 日から 62 年８月１日までであり、申立期間においては厚生

年金保険に加入していなかったと回答している。 

また、申立人のＤ組合に係る被保険者期間については、昭和 61 年３月

16 日から 62 年８月１日までとなっている上、申立人は、申立期間におい

て、Ｅ市国民健康保険に加入していたことが確認できる。 

さらに、申立人のＦ基金に係る加入期間は、昭和 61 年３月 16 日から

62 年８月１日までとなっており、厚生年金保険の加入記録と一致してい

る。 

このほか、申立人が申立期間において、事業主により給与から厚生年金

保険料を控除されていたことを確認できる関連資料及び周辺事情は見当た



  

らない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできな

い。 



  

埼玉厚生年金 事案 4549 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 21 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 43 年ころから 46 年７月１日まで 

        昭和 43 年ころから、株式会社Ａ（現在は、株式会社Ｂ）に勤務して

いたが、厚生年金保険の被保険者記録が 46 年７月１日から 47 年 12 月

31 日までしか無い。46 年６月に結婚し、会社関係者に出席してもらっ

ているので、同事業所には、少なくとも３、４年は勤務している。申立

期間を厚生年金保険の被保険者記録として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

株式会社Ａに係る複数の同僚の供述から、申立人は、申立期間当時にお

いて、同社に勤務していたことは認められる。 

しかしながら、株式会社Ｂの事業主は、申立人の勤務期間は昭和 46 年

７月１日からと供述している上、Ｃ会（Ｄ基金から引継ぎ）及び雇用保険

の記録も同日から資格取得となっていることが確認できる。 

また、株式会社Ｂでは、株式会社Ａに関する当時の関係資料（上記、勤

務期間に関する資料を除く）は無いとしている上、申立期間に係る同僚か

らも申立人の厚生年金保険料の控除等について具体的な供述は得られなか

った。 

さらに、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無い。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 4556 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間における厚生年金保険の標準報酬月額の記録について

は、訂正を認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

住    所 ： 

   

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成６年８月１日から７年３月１日まで 

    私の株式会社Ａにおける、平成６年８月から７年２月までの標準報酬

月額が 53 万円又は 59 万円から９万 2,000 円に引き下げられているが、

当該期間の私の報酬月額は 80 万円であったので、申立期間の私の年金

記録を訂正してほしい。なお、申立期間当時、私は同社の代表取締役を

務めており、会社は経営不振で資金繰りには苦労していたが、社会保険

料等の滞納は無かった。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が代表取締役として勤務した株式会社Ａは、オンライン記録によ

り、平成７年３月１日に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっていると

ころ、申立人の同社における標準報酬月額は、同日以降の同年４月 12 日

に、６年８月から７年２月までの期間について 53 万円又は 59 万円から９

万 2,000 円にさかのぼって訂正処理されていることが確認できる。 

   しかし、申立人は、上記標準報酬月額の訂正があった当時、株式会社Ａ

の代表取締役を務めていたことが同社の閉鎖登記簿謄本から確認できる。 

   また、申立人は、当該訂正処理が行われた当時、経営不振で資金繰りに

苦労していたが、申立事業所には社会保険料等の滞納は無かったと供述し

ているところ、申立人が提出した同社の平成７年５月 31 日決算期の同社

の決算書付属明細書において、申立期間当時の同社の資金繰りは苦しかっ

たことがうかがわれる上、同社の社会保険関係業務に関与していたとして

いる社会保険労務士は「書類が残っていないため分からないが、当時社会

保険料の滞納があった気がする。」と供述している。 



  

   さらに、同社の決算、税務申告等の業務に関与していたとしている公認

会計士は「同社の経理、社会保険事務等の担当者は平成６年以前に退職し

た。」と供述しており、また、前述の社会保険労務士は「通常の手続関係

の業務に従事していたのみである。」と供述しており、訂正処理が行われ

た当時、同社において厚生年金保険について届出等を行う権限を有する者

は申立人以外にはいなかったと考えられることから、当該記録訂正につい

て、申立人の関与又は同意があったと考えるのが自然である。 

   これらの事情を総合的に判断すると、会社の業務を執行する責任を負っ

ている代表取締役であった申立人は、会社の業務としてなされた当該行為

について責任を負うべきであり、自らの標準報酬月額の減額処理に関与し

ながら、当該減額処理が有効なものではないと主張することは信義則上許

されず、申立期間について、厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の訂

正を認めることはできない。 

 



  

埼玉厚生年金 事案 4557 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和４年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成元年４月１日から同年９月１日まで 

           ② 平成元年 11 月７日から同年 12 月 25 日まで 

私は、Ａ校を卒業後、平成元年４月１日から同年 12 月 25 日まで有限

会社Ｂに継続して勤務していたが、申立期間の被保険者記録が無い。申

立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の雇用保険の加入記録及び申立期間当時の元同僚の供述から、申

立人が平成元年３月 27 日から同年 11 月 10 日まで有限会社Ｂに勤務して

いたことが推認できる。 

しかしながら、上記元同僚は「有限会社Ｂにおいては、採用当初は試用

期間としていた。申立期間①は試用期間中で厚生年金保険料の控除は無か

った。」と回答している。 

また、当該事業所は平成７年 12 月１日に厚生年金保険の適用事業所で

なくなっており、申立期間当時の事業主は既に他界していることから供述

を得られない上、申立期間当時の取締役は「経理・社会保険関係の手続は、

亡くなった社長が外部に委託していた。当時の資料も無いため申立人に係

る雇用期間、保険料控除、保険料納付等については、いずれも不明。」と

回答していることから、申立人が申立期間の厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことを確認できない。 

このほか、申立人が申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料は無く、申立人の申

立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周

辺事情も見当たらない。 



  

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 4560 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

   

第２ 申立の要旨等 
１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和９年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 
申 立 期 間 ： 昭和 57 年４月１日から 59 年７月１日まで 

    昭和 57 年４月１日から 59 年６月 30 日までＡ園に勤務した。当初は

事務員であったが、半年後に園長になった。私の厚生年金保険被保険者

記録に、同園で被保険者資格を取得した記録が無い。給与から保険料を

控除されていたので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ園が保管している労働者名簿には、申立人が、同園に昭和 57 年４月

１日から 59 年６月 30 日まで勤務していたと記載されていることから、申

立人は、申立期間に同園に勤務していたと認められる。 

しかしながら、Ａ園は、｢当園が社会保険の適用事業所となったのは昭

和 57 年 10 月 13 日であり、同日に被保険者資格を取得した７人について

の被保険者資格取得確認通知書はあるが、申立人が当園で被保険者資格を

取得した書類は見当たらない｣と供述している。 

また、Ａ園に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票に、申立人が申立

期間に同園で被保険者資格を取得した記録は無く、同期間の健康保険の整

理番号に欠番は無い。 

さらに、申立人が申立期間において事業主により給与から厚生年金保険

料を控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料は無い。 

   加えて、当時の当該事業所の理事長は死亡していることから、申立期間

における厚生年金保険料の控除について確認することができず、このほか、

申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情も見当たらない。 



  

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 



  

埼玉厚生年金 事案 4561 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 40 年３月 20 日から同年 11 月 10 日まで 

            昭和 39 年８月１日から 41 年１月 17 日まで、Ａ社に勤務していたに

もかかわらず、40 年３月 20 日から同年 11 月 10 日までの厚生年金保険

の被保険者記録が確認できない。途中退職などすることもなく勤務し

ていたので、当該期間について被保険者期間であったことを認めてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社の事業主は、「申立人は、勤務していたと記憶しているが、当時の

資料が無いので勤務期間などの詳細は分からない。」旨の供述をしている。 

また、申立期間当時にＡ社において厚生年金保険の被保険者であること

が確認できる複数の元同僚に照会したが、申立期間における申立人の勤務

実態及び保険料控除に関する具体的な供述を得ることはできなかった。 

さらに、健康保険厚生年金保険被保険者原票を確認したところ、申立期

間に係る資格喪失日と資格取得日とがオンライン記録と符合していること

が確認でき、申立期間に申立人の被保険者期間は確認できなかった。 

このほか、申立人が申立期間において厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無く、申立

人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料

及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 4563 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 10 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 41 年４月から 43 年３月まで 

             ② 昭和 43 年５月から 48 年まで 

             ③ 昭和 48 年から 63 年まで 

    昭和 41 年４月から 43 年３月までａ株式会社に、43 年５月から 48 年

までｂ株式会社に、48 年から 63 年までｃ株式会社のｄ地周辺及びｅ地

周辺の営業所においてｆ職として勤務したが、この期間について厚生年

金保険の被保険者期間とされていない。この期間を厚生年金保険の被保

険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人のａ株式会社の所在地についての供述か

ら、期間の特定はできないものの、申立人が同社における業務に従事し

ていたことはうかがえる。 

  しかし、申立人は、上司及び同僚の氏名を記憶しておらず、ａ株式会

社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿の記録により、申立人と同

時期に同社において被保険者であった同僚のうち、連絡先の判明した者

14 人に申立人について問い合わせたところ、９人から回答を得たが申

立人を記憶している者はいなかった。 

また、複数の同僚は、「ａ株式会社においては２種類の賃金制度（Ａ

賃金、Ｂ賃金）があり、Ａ賃金のｆ職は基本給に出来高を加算する賃金

制度であり、厚生年金保険と健康保険に加入していたが、Ｂ賃金のｆ職

は売上を会社と折半する賃金制度であり、同制度下のｆ職は厚生年金保

険に加入していなかった。」と供述している。 

さらに、ａ株式会社は、申立人の同社における勤務については確認で



  

きないとしている上、申立期間の同社に係る健康保険厚生年金保険被保

険者名簿に申立人の記録は見当たらず、かつ、整理番号に欠落も無いこ

とから、申立人の同社における厚生年金保険の加入を確認することはで

きなかった。 

加えて、申立人の申立期間に係る雇用保険の被保険者記録が無い上、

申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことを確認できる給与明細書等の資料も無い。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除を確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

２ 申立期間②について、申立人は、ｇ株式会社又はｈ株式会社に勤務し、

同期間において厚生年金保険の被保険者であったと主張しているが、オ

ンライン記録及び健康保険厚生年金保険適用事業所名簿により、ｇ株式

会社又はｈ株式会社と類似の名称の厚生年金保険適用事業所を確認する

ことはできなかった。 

  また、国土交通省ｉ局は、昭和 20 年以降の紙台帳による記録を含め、

当該名称の事業所の記録は見当たらないと回答している上、ｊ会も、当

該名称の事業所が会に加入したことはないと回答している。 

なお、オンライン記録により、申立人及び申立人の妻が申立期間②に

おいて、国民年金に加入していること及び当該保険料が納付済みとなっ

ていることが確認できる。 

さらに、申立人の申立期間に係る雇用保険の被保険者記録が無い上、

申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことを確認できる給与明細書等の資料も無い。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除を確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

３ 申立期間③について、申立人は、ｃ株式会社のｄ地周辺及びｅ地周辺

の営業所に勤務し、同期間において厚生年金保険の被保険者であったと

主張しているが、ｃ株式会社は、申立人の同社における勤務については

確認できないとしている上、同社がｄ地周辺及びｅ地周辺に営業所を開

設したことはないと回答しているところ、オンライン記録により、申立

人の申し立てたｄ地周辺及びｅ地周辺地域においてｃ株式会社に係る厚

生年金保険適用事業所（営業所）を確認することはできなかった。 

また、申立期間③においてｃ株式会社本社で社会保険事務を担当して

いた同僚は、運転手の厚生年金保険資格の取得及び喪失事務は各営業所

で行っていたと供述している上、ｄ地周辺及びｅ地周辺に同社の営業所

が存在した記憶は無いと供述している。 



  

  なお、オンライン記録により、申立人及び申立人の妻が申立期間③に

おいて、国民年金に加入していること並びに当該保険料及び付加保険料

が納付済みとなっていることが確認できる上、申立人がｋ市に転居した

昭和 55 年３月以降 63 年 12 月までの期間において、ｋ市の国民健康保

険の被保険者となっていることが確認できる。 

さらに、申立人の申立期間に係る雇用保険の被保険者記録が無い上、

申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことを確認できる給与明細書等の資料も無い。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除を確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

  ４ これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、全申立期間に係る厚生年金保険

料を各事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 4564（事案 309 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 10 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 34 年２月から同年 10 月まで 

   Ａ株式会社に昭和 34 年２月に就職し、同年 10 月にＢ株式会社に転職

したが、社会保険庁（当時）の記録では、同年 10 月から 35 年３月まで、

両社の厚生年金保険に二重に加入している。両社から給与を受けていた

わけではなく、二重に加入した事実は無い。 

Ａ株式会社は、昭和 34 年８月１日に厚生年金保険の適用事業所とな

っているが、適用前の給与から控除されていた保険料を、同社を退職後

に事業主が社会保険事務所（当時）にスライドして届出をしたと考えら

れる。 

昭和 34 年 10 月から 35 年３月までの標準報酬月額は、Ａ株式会社と

Ｂ株式会社の月額を合算した額になっているが、上限額を超えたことに

より損失が発生している。その上、加入月数は合算されていない。 

合算された６か月と上限額を超えたことにより発生した損失を補填
てん

し

てほしい旨の申立てを前回も行ったが、認められなかった。 

新たな資料は無いが、納得できないので再申立てをする。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、申立人の申立期間に係る厚生年金保

険料の控除について確認できる関連資料及び供述を得ることができず、事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできないとして、

既に当委員会の決定に基づき、平成 20 年 10 月 17 日付け年金記録の訂正

は必要ではないとする通知が行われている。 

今回の再申立てに際し、申立人からは、新たな資料の提出が無いため、

前回照会した同僚二人に対し、その供述内容の再確認を行うとともに、新



  

たな一人に照会したが、いずれも「Ａ株式会社が厚生年金保険の適用事業

所になる前は、給与から保険料は控除されていなかった。」と供述してい

る。 

また、申立人は、申立期間において、Ａ株式会社とＢ株式会社に重複し

て勤務したことも、二重に給与を受けた事実も無いと供述しているところ、

上記同僚のうちの一人は、「申立人は、はっきりと退職の意思表示をして

辞めたのではなく、いつの間にか出社しなくなったように記憶している。

それで、厚生年金保険の喪失の手続が遅れたのかもしれない。」と供述し

ている。 

そのほかに、委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらな

いことから、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたと認めることはできない。 

なお、申立人は、厚生年金保険の被保険者期間を合算したことにより発

生した損失を補填してほしい旨の主張をしているが、年金記録確認第三者

委員会は、事業主により給与から厚生年金保険料が控除されていたか否か

を踏まえ、年金記録の訂正の要否を判断する機関であることから、社会保

険事務所が制度上合算処理を行ったことの当否を判断することはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 4565 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 37 年６月４日から 38 年 10 月１日まで 

   私は、昭和 37 年６月４日にＡ施設を修了し、翌日から臨時雇用員と

してＢ施設（Ｃ職）に配属され、38 年８月１日に試用員となり、同年

10 月１日に職員を命じられＤ組合に加入した。 

しかしながら、Ｅ局（現在は、Ｆ株式会社）における昭和 37 年６月

４日から 38 年 10 月１日までの厚生年金保険の加入記録が無い。調査の

上、申立期間について厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が提出したＧ団発行の履歴カードにより、申立人が、昭和 37 年

６月５日から 38 年７月末までは臨時雇用員として、同年８月１日から同

年９月末までは試用員としてＥ局に就業していたことが確認できる。 

   しかしながら、厚生年金保険適用事業所名簿によると、Ｅ局は昭和 38

年 12 月１日に厚生年金保険の適用事業所となっており、申立期間当時は

適用事業所ではないことが確認できる。 

   また、Ｈ社は、当時の資料は保存期間経過のため履歴カード以外は無い

が、「Ｉは、昭和 38 年９月７日に『臨時雇用員等社会保険事務処理規

程』（Ｊ第 435 号）を定め、臨時雇用員や試用員の厚生年金保険等への加

入の制度化を図っていることから、申立期間については、厚生年金保険に

加入していた事実は無い。」旨の回答をしている。 

   さらに、Ｅ局が厚生年金保険の適用事業所となった昭和 38 年 12 月１日

に資格を取得した同僚の一人は、適用前は、給与から厚生年金保険料は控

除されていなかったと供述している。 

加えて、申立人が記憶している同僚の一人は、「当時の日給 310 円から、



  

印紙税 10 円が保険料として控除されていたと記憶している。」と供述し

ているが、印紙税 10 円は当該同僚の日雇健康保険料に相当する額である

ことから、申立期間当時、申立人は、日雇健康保険に加入していたことが

うかがわれる。 

   その上、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料も無い。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 



  

埼玉厚生年金 事案 4566 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 49 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成９年２月ころから同年 10 月ころまで 

           ② 平成 11 年１月ころから 12 年５月ころまで 

           ③ 平成 16 年１月ころから 17 年９月 30 日まで 

  申立期間①及び②については、Ａ株式会社から派遣されてＢ株式会社

Ｃ部（現在は、Ｄ株式会社）に勤務していたが、厚生年金保険料は控除

されていたと思う。 

  申立期間③については、株式会社Ｅからの紹介で派遣された株式会社

Ｆに勤務していたので、給与から保険料が控除されていたと思う。給与

は株式会社Ｅから支払われていると思っていたが、通帳の給与振込者は

株式会社Ｆだったので、途中から株式会社Ｆに直接雇用されていたのか

もしれない。 

  調査の上、申立期間について、厚生年金保険被保険者として認めてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立人がＡ株式会社に派遣社員として勤務していたと主張する申立期

間①及び②について、申立期間②については、派遣元のＡ株式会社の供

述から、申立人は、平成 11 年２月 26 日から 12 年５月 11 日までの期間

について、Ａ株式会社に派遣社員として勤務していたことがうかがえる。 

  しかし、派遣元のＡ株式会社は申立期間①及び②のうち平成 11 年１

月について、申立人の在籍していた記録が確認できず、申立期間②のう

ち、同年２月 26 日から 12 年５月 11 日までの期間についても申立人は

正社員の所定労働時間に満たなかったため、厚生年金保険には加入して

いないと思われると供述している。 



  

  また、派遣先のＤ株式会社は派遣社員の給与の支払や厚生年金保険の

加入手続等は当社側では行っておらず、資料が無いため不明と供述して

いる。 

  さらに、申立人は、申立人と同様にＡ株式会社からＢ株式会社Ｃ部に

勤務していた当時の同僚として二人の名前を挙げているが、オンライン

記録において、いずれもＡ株式会社の厚生年金保険被保険者には見当た

らず、氏名検索を行ったがそれらしい者を特定することができなかった

上、申立期間①のうち平成９年４月から同年７月までの期間における申

立人の国民年金に係る記録については、当該期間の国民年金保険料が現

年度において納付済みとなっている記録が確認できる。 

 加えて、申立人が申立期間①及び②に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料も

無い。 

このほか、申立人の申立期間①及び②における厚生年金保険料の控除

について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

２ 申立期間③のうち、平成 16 年２月７日から同年５月７日までの期間

については、派遣元の株式会社Ｅの供述及び賃金台帳により、当該事業

所の派遣職員として勤務していたことが確認でき、同年６月から 17 年

９月までの期間については、派遣先の株式会社Ｆの供述及び業務委託契

約書並びに同僚の供述により、当該事業所に勤務していたことが確認で

きる。 

  しかし、平成 16 年１月については、派遣元の株式会社Ｅ及び派遣先

の株式会社Ｆにおいて勤務していたことが確認できず、同年２月７日か

ら同年５月７日までの期間については、派遣元の株式会社Ｅの賃金台帳

により、給与から厚生年金保険料が控除されていなかったことが確認で

き、同年６月から 17 年９月までの期間については、派遣先の株式会社

Ｆ業務委託契約書により、給与から厚生年金保険料が控除されていなか

ったことが確認できる。 

また、申立人と同時期に株式会社Ｆに勤務していた者に照会をしたが、

厚生年金保険料の控除の有無について具体的な供述は得られなかった。 

さらに、申立人が申立期間③に係る厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料も無い。 

このほか、申立人の申立期間③における厚生年金保険料の控除につい

て確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   

３ これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料



  

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



  

埼玉厚生年金 事案4567 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和５年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和25年11月23日から26年１月２日まで 

             ② 昭和26年７月１日から同年９月25日ころまで 

    厚生年金保険の加入記録について照会したところ、申立期間について

厚生年金保険に加入していない旨の通知を受けた。Ａ所（現在は、Ｂ

所）に所属し、Ｃ業務で退職まで同一職場に勤務し、給与も継続して支

給されていたと記憶している。厚生年金保険被保険者記録に空白がある

ことに納得できない。申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認め

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①及び②について申立人は、Ａ所所属のＤ員として途中退職す

ることなく昭和26年９月25日ころまで継続勤務していたと主張しているが、

Ｂ所は「ＥのＤ員に係る当時の資料が保存されてないため、申立人に係る

雇用状況、勤務実態及び厚生年金保険料控除の有無については不明である。

ちなみにＦのＤ員については、当時の資料により、原則として１年未満で

雇用し、２週間以上の期間を空けてから再雇用をしていたようである。」

と回答している。 

また、Ａ所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿及び厚生年金保険

被保険者台帳（旧台帳）により、申立人が当該事業所で昭和25年９月１日

に厚生年金保険被保険者資格を取得し、同年11月23日に資格を喪失した後、

再度26年１月２日に資格を取得し同年７月１日に資格を喪失していること

が確認できる。 

さらに、当該事業所に係る上記被保険者名簿により、申立人と同日に資

格取得した114人のうち申立人とほぼ同様の資格記録と住所が確認できる



  

19人に照会したところ11人から回答があったが、申立人を記憶している者

がいない上、申立内容を裏付ける具体的な供述も得ることができなかった。 

加えて、申立人が申立人と一緒に就職し、ほぼ同じころに退職したとし

ている同僚の被保険者記録は、上記被保険者名簿により申立人の記録とほ

ぼ同じであることが確認できる。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、両申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 4568 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 32 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 53 年９月から 55 年２月まで 

 厚生年金保険の加入記録を照会したところ、株式会社Ａ（現在は、株

式会社Ｂ）に勤務していた期間が無いことが判明した。同社では正社員

として営業の事務をしていた。当時の上司のことも記憶している。勤務

していたことに間違いないので、申立期間を厚生年金保険被保険者期間

として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間について、株式会社Ａに勤務していたことは、同僚の

供述によりうかがえる。 

しかしながら、当該事業所は、健康保険厚生年金保険適用事業所名簿に

おいて昭和 55 年 11 月 14 日付けで健康保険厚生年金保険適用事業所とな

っており、申立期間当時は適用事業所ではないことが確認できる。 

また、当該事業所の新規適用時に被保険者であった同僚に照会したとこ

ろ、「当時、社長から、会社の経営が安定する見通しがついたので社会保

険に加入する旨の説明があり、昭和 55 年 11 月から社会保険に加入した。

厚生年金保険料は加入してから控除された。」との供述があった上、申立

人が同社を退社した後に入社した同僚は、入社時に担当者から、「社会保

険に加入するための準備を進めているとの説明を受けた。同年 11 月に社

会保険に加入してから厚生年金保険料の控除が行われた。」と供述してい

る。 

さらに、事業主は、「申立人が勤務していたのは、当社が厚生年金保険

の新規適用となる前の期間であるので保険料の控除は行っていない。また、

ほかの所在地で適用事業所となったことはない。」と回答している上、申



  

立人が親会社であると説明している株式会社Ｃ（株式会社Ａと事業主が同

一人）に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿に申立人の氏名は無く、

健康保険被保険者番号は連番で付番され欠番の無いことが確認できる。 

加えて、申立人が申立期間における厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無い上、雇用

保険被保険者記録も確認できない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 


